


























































































































































































































































































































































































































































































投資運用に関する議案の作成・提出から投資委員会における決議までの手続は、以下のとおりです。 

 
 
 
 
 

 

・起案部の担当者は、投資委員会に起案を提出する

前に、起案書類等をコンプライアンス・オフィサ

ーに提出し、法令・諸規則の遵守状況その他コン

プライアンス上の問題の有無に関する確認を受け

なければなりません。 

 

・利害関係者との重要な取引に関わる場合、又はコ

ンプライアンス・オフィサーが必要と認める場合

には、コンプライアンス・オフィサーによる上記

確認に加え、コンプライアンス委員会の審議及び

承認を得なければなりません。 

 

・投資委員会の審議の経過及び投資判断については

全てこれをコンプライアンス委員会に報告しま

す。 

 

・コンプライアンス・オフィサーが、投資委員会の

審議中に法令・諸規則の遵守状況その他コンプラ

イアンス上の重要な問題があると判断する場合に

は、投資委員会における審議を中断し、コンプラ

イアンス委員会の審議を経るものとします。この

場合、コンプライアンス委員会において法令・諸

規則その他コンプライアンス上の問題がないと認

めた場合に限り、投資委員会における審議を再開

します。 

 

・投信法第201条の2第1項に定める本投資法人と資

産運用会社の利害関係人等との取引については、

当該取引に係る運用に先立って、本投資法人の役

員会の承認を得るものとします。 

 

 

＜物件情報に関するローテーション・ルール＞ 

 資産運用会社は本投資法人の他に、総合型であり物流施設、商業施設、オフィス、居住用施設、宿泊施設その

他様々な用途の施設を投資対象に含むNPRの資産運用業務を受託しています。また、資産運用会社は投資法人以外

の不動産ファンド等（投資用のビークルである特別目的会社その他の形態の法人又は組合、投資信託委託会社、

信託受託者等を含みますが、これらに限られません。）の運用又は投資助言の受託も行っています。 

本投資法人は、総合型であり物流施設、商業施設、オフィス、居住用施設、宿泊施設その他様々な用途の施設

を投資対象としているため、NPR及び資産運用会社が運用又は投資助言を受託する投資法人以外の不動産ファンド

等との取得機会の競合が想定されます。 

そこで、NPRや不動産ファンド等との間で競合する取得検討対象物件については、取得検討に関する以下に記載

の「ローテーション・ルール」を採用することにより、恣意的な不動産等案件情報の配分を防止することとして

います。「ローテーション・ルール」とは、不動産等案件情報を入手した時点で、客観的かつ明確である登記簿

記載の「竣工年次」（西暦：以下同じです。）等を基準とした、優先検討機会のローテーションを実施するもの

であり、原則的な考え方としては、下記のルールに従ってNPRとの優先検討順位を定めるものとしています。 

・取得検討対象物件の竣工年次が偶数の場合、本投資法人が優先して物件の取得検討を行います。 
 

・取得検討対象物件の竣工年次が奇数の場合、NPRが優先して物件の取得検討を行います。 
 

（注）複数の不動産等案件情報を検討する場合（たとえばバルクセールにおける一括売却の場合等）には、(a)それらのうち過半数の物

件の竣工年次が偶数の場合、本投資法人が優先して物件の取得検討を行い（偶数・奇数が同数の場合には、最大の公簿面積を有
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する物件の竣工年次が偶数であれば本投資法人が優先して物件の取得検討を行います。）、(b)それ以外の場合は、NPRが優先し

て物件の取得検討を行うこととします。 

 

もっとも、ローテーション・ルールの採否にかかわらず、NPRとの関係では、上場不動産投資法人である本投資

法人は、資本市場を通じた公募増資によるエクイティ性資金の調達及びLTV（ローン・トゥー・バリュー）の機動

的なコントロールを前提としたデット性資金の調達を基本としており、一方、非上場不動産投資法人であるNPR

は、適格機関投資家等から私募によりエクイティ性資金を調達し、定常的にLTVを低位に維持するデット性資金の

調達を行っていきます。このような資金調達の性質及び財務戦略並びに投資家の志向する投資リターンの違いに

より、物件タイプが競合しても、実際にNPRと本投資法人の双方が取得を希望する競合が生じる場合は限定的であ

ると想定しています。 

また、投資法人以外の不動産ファンド等との関係では、ローテーション・ルールにおいて、原則として不動産

ファンド等の取得優先順位は本投資法人に劣後するものと定められており、本投資法人とは競合関係に立たない

仕組みが設けられています。 

なお、不動産等案件情報のうち、当該物件が共有又は区分所有建物（受益権の準共有等を含みます。）である

又はその他の理由によって、いずれかのファンド運用部長が運用又は投資助言を担当するファンド等が他の所有

者との間で当該物件の残部の全部又は一部の取得に関して優先交渉権を有している場合には、当該ファンド等を

担当するファンド運用部長が優先的に取得検討を行うものとします。 

具体的な運用の概要は、次のとおりです。資産運用会社が物流施設、商業施設、オフィス、居住用施設、宿泊

施設その他様々な用途の不動産等に係る案件情報を入手した場合、当該情報が既に案件情報受付会議において検

討されたものであるか否かを確認し、既に検討されたものでない場合には、遅滞なく不動産等案件情報受付票を

作成し、コンプライアンス・オフィサーに提出し、コンプライアンス・オフィサーは、不動産等案件情報受付票

を受領した場合、当該不動産等案件情報受付票に係る不動産等案件情報が、特定のファンド等との関係において

のみ取得の検討が行われるべき特別案件情報（売却先のファンド等又はその範囲を限定された案件情報、及び特

定のファンド等に係るファンド運用部長以外のファンド運用部長が取得検討を行うことが売主若しくは資産運用

会社の顧客（潜在的顧客を含みます。以下同じです。）に対する義務に違反し又は売主若しくは資産運用会社の

顧客に対する背信的行為にあたる又はあたるおそれのある案件情報をいいます。以下同じです。）に該当すると

判断した場合を除き、遅滞なく案件情報受付会議を開催し、当該不動産等案件情報の取得検討を優先的に行うフ

ァンド等を決定します。案件情報受付会議において、各ファンド運用部長は、各々が運用又は投資助言を担当す

るファンド等の投資方針等を踏まえた初期判定を行うものとします。 

本投資法人が優先権を持つ物件の取得について、本投資法人を担当するファンド運用部長（NMF運用グループ統

括部長）が取得検討を辞退する場合、辞退する旨及びその理由を記載した「不動産等案件情報検討辞退書」をコ

ンプライアンス・オフィサーに提出します。この場合、コンプライアンス・オフィサーは取得検討の次順位のフ

ァンド運用部長に対して速やかに本投資法人を担当するファンド運用部長の検討結果を通知し、その次順位のフ

ァンド運用部長は取得検討を継続するか辞退するかを決定します。当該検討の結果、次順位のファンド運用部長

が取得検討を継続し、次順位のファンドが当該不動産等案件情報に係る物件につき相手方から売渡承諾書又はこ

れと同等の意思表示（以下「売渡承諾書等」といいます。）を受領した場合は、当該ファンド運用部長は売渡承

諾書等を受領した旨をコンプライアンス・オフィサーに報告するものとし、報告を受けたコンプライアンス・オ

フィサーは、投資委員会の招集を請求しなければならず、同投資委員会で本投資法人が取得を辞退した理由を承

認する決議を行います。同投資委員会において承認が得られない場合には、その旨をコンプライアンス・オフィ

サーが次順位のファンド運用部長に通知し、次順位のファンド運用部長は当該物件の取得検討を継続することは

できないものとします。この場合、本投資法人を担当するファンド運用部長は、本投資法人のために当該物件の

取得に関して再検討を行います。また、資産運用会社は、本投資法人を担当するファンド運用部長が取得を辞退

し、かつ、その次順位以降のファンド等による取得が投資委員会により決議された場合、本投資法人を担当する

ファンド運用部長は、本投資法人に対して、取得辞退に係る投資委員会の審議及び決議の内容を含む当該不動産

等案件情報の検討経緯及び取得辞退の理由を報告します。 

ローテーション・ルールに従い、他のファンド等のファンド運用部長に優先して取得検討を行うことができる

期間は、案件情報受付会議を経て優先的に案件情報の検討を行うこととされたファンド等のファンド運用部長が

案件情報受付会議において当該物件の取得検討を優先的に行うファンド等のファンド運用部長として決定された

日から10営業日、又は、優先的に取得検討を行うことができるファンド等のファンド運用部長が取得検討を辞退

した旨の通知をコンプライアンス・オフィサーから受領した日から10営業日とされています。但し、当該期間中

に取得検討を継続する決定をした場合には、以後取得の辞退を表明するまでは、当該ファンド等のファンド運用

部長の優先期間は継続します。 
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（図）ローテーション・ルールの概要 

 

 

④ コンプライアンス体制（法令等遵守確保のための体制） 

 

Ａ．コンプライアンス部 

資産運用会社は、資産運用会社の遂行するファンド等のための資産の運用又は投資助言に係る業務が各フ

ァンド等に係る投資家の資金運用に関与する行為であるという基本的な認識のもと、適正な運用体制を構築

するため、また第二種金融商品取引業等における業務の適正化を確保し、顧客に対し誠実かつ公正に当該業

務を遂行するため、コンプライアンス（資産運用会社の役職員が法令・諸規則の趣旨及び内容を正確に理解

し、これらを遵守し、社会的規範にもとることのない誠実かつ公正な企業活動を実践することをいいま

す。）担当部門として各ファンド等に共通のコンプライアンス部を設置することにより、他のグループ、

部、室又は課に対する社内牽制機能の実効性を確保します。 

 

Ｂ．コンプライアンス・オフィサー 

コンプライアンス部の部長を資産運用会社におけるコンプライアンス責任者であるコンプライアンス・オ

フィサーとし、資産運用会社の投資運用業、投資助言業及び第二種金融商品取引業等における業務執行が、

法令・諸規則に基づいていることを常に監視します。このため、コンプライアンス・オフィサーは、投資委

員会の全ての起案事項について、法令・諸規則の遵守状況その他コンプライアンス上の問題の有無に関する

確認を行います。 

また、コンプライアンス・オフィサーは、各ファンド等の運用方針等を決定する組織（意思決定機関）で

ある投資委員会に出席し、同委員会に立案される全ての案件について、その審議過程及び結論におけるコン

プライアンス状況を確認し、意見を述べることができるものとします。但し、コンプライアンス・オフィサ

ーは、意思決定に係る中立性を確保するため、同委員会における議決権を有しないものとします（コンプラ

イアンス・オフィサーが執行役員である場合を含みます。）。 

また、コンプライアンス・オフィサーは、国内外の法規制状況を把握し、執行役員、社内のグループ、各

部、各室又は各課へ連絡及び徹底を図るとともに、個別案件及び外部提出文書等に関するコンプライアンス

上の問題の有無の調査等を通じ、日常の業務執行においてもコンプライアンス遵守状況の確認を行います。 

その結果、業務執行においてコンプライアンス上の重要な問題が発見された場合には、コンプライアン

ス・オフィサーは、直ちに取締役社長にその旨を報告し、適切な措置を取ることを求めることができるもの

とします。 
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また、コンプライアンス・オフィサーには、法令・規範の遵守のための十分な審査・監督能力を有する人

材を選任します。 

 

Ｃ．コンプライアンス委員会 

基本的にコンプライアンスに関する最終責任は取締役会が担いますが、取締役会と連携し、専門的な検討

によってこれを補佐する機関として、コンプライアンスに関する事項を検討、審査するコンプライアンス委

員会を設置します。 

コンプライアンス委員会では、コンプライアンス徹底のために遵守すべき法令・諸規則及び実践すべきコ

ンプライアンス活動の基本的な内容を定めたコンプライアンス規程の改廃を行う他、コンプライアンス活動

を実践するための役職員向けの具体的な手引書として細目を定めたコンプライアンス・マニュアルを策定・

改定するとともに、コンプライアンスを実現するための具体的な実践計画として、コンプライアンス・プロ

グラムを策定・改定します。 

コンプライアンス委員会はコンプライアンス・オフィサーを委員長とし、委員は社外の専門家のうち委員

長が指名する者から構成されます。本書の日付現在、委員として指名された者は、社外の弁護士（2名）で

す。なお、委員長は必要に応じ、委員を追加指名することができます。 

コンプライアンス委員会は、委員長の招集により原則として3ヶ月毎に開催されますが、その他必要に応

じて随時開催されます。コンプライアンス委員会は、コンプライアンス・オフィサーからの要請に基づき、

投資委員会の決議のための起案事項における法令・諸規則の遵守状況その他コンプライアンス上の問題の有

無について審議を行います。 

また、コンプライアンス・オフィサーが投資委員会における審議経過にコンプライアンス上の重要な問題

があると判断する場合には、その時点で投資委員会の審議を一旦中断し、コンプライアンス委員会を開催し

て、法令・諸規則の遵守状況その他コンプライアンス上の問題の有無について審議を行います。その結果、

コンプライアンス委員会において法令・諸規則その他コンプライアンス上の問題がないと判断した場合に限

り、投資委員会の審議が再開されます。 

さらに、コンプライアンス委員会には、投資委員会で行われる重要な方針等の決定にあたっての審議経過

及び結論が全て報告され、事後的にコンプライアンス上の問題の有無を審議します。コンプライアンス委員

会の決議は、決議の対象となる議案について議決権を有する委員の3分の2以上の賛成により採択されます。

利害関係者取引規程に定める「利害関係者との重要な取引」に関してコンプライアンス委員会が審議を行う

場合、利害関係者に該当することとなるコンプライアンス委員又は法人たる関係者の役員若しくは使用人で

あるコンプライアンス委員は、その議案に関する決議について議決権を有しません。但し、コンプライアン

ス・オフィサーはこの限りではありません。 
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（３）【大株主の状況】

 

本書の日付現在の資産運用会社の大株主の状況は次のとおりです。 

 

名称 住所 
所有 
株式数 
（株） 

比率（％） 
（注） 

野村不動産ホールディングス 
株式会社 

東京都新宿区西新宿一丁目26番2号 6,000 100.0 

合  計 6,000 100.0 

（注）「比率」は、発行済株式数に対する所有株式数の比率を表しています。 
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（４）【役員の状況】

 

本書の日付現在における資産運用会社の役員の状況は以下のとおりです。 

 

役職名 氏名 主要略歴 
所有 
株式数 

取締役社長（代表取

締役）兼社長執行役

員 

安部 憲生 1 9 8 0 年 4 月 

2 0 0 1 年 7 月 

2 0 0 5 年 1 2 月 

 

2 0 0 6 年 4 月 

 

 

2 0 0 8 年 4 月 

同 年 同 月 

 

同 年 同 月 

 

2 0 0 9 年 4 月 

 

2 0 1 0 年 4 月 

 

 

2 0 1 3 年 4 月 

 

 

2 0 1 4 年 4 月 

 

 

2 0 1 4 年 1 0 月 

 

 

2 0 1 5 年 4 月 

 

同 年 同 月 

 

2 0 1 6 年 4 月 

 

2 0 1 8 年 6 月 

野村證券株式会社 入社 

同社 機関投資家営業部長 

野村アセットマネジメント株式会社 

金融法人マーケティング部長 

同社 執行役員 

プロダクト・サービス部、金融法人マーケティング部担当

兼金融法人マーケティング部長 

同社 執行役員 

ノムラ・アセット・マネジメント・シンガポール・リミテ

ッド会長 

ノムラ・アセット・マネジメント・ホンコン・リミテッド

会長 

野村アセットマネジメント株式会社 常務執行役員 

クライアント・サービス本部長 

同社 常務執行役員 

グローバル・インスティテューショナル・クライアント本

部長 

同社 執行役 専務 

インスティテューショナル・クライアント本部、海外クラ

イアント本部管掌 

野村不動産投資顧問株式会社 代表取締役兼副社長執行役員 

営業部、投資マネジメント部、プロダクト・マーケティン

グ部、財務部管掌 

同社 代表取締役兼副社長執行役員 

財務部、営業部、投資マネジメント部、プロダクト・マネ

ジメント部管掌 

野村不動産ホールディングス株式会社 執行役員 

資産運用事業担当 

野村不動産投資顧問株式会社 

取締役社長（代表取締役）兼社長執行役員（現職） 

野村不動産ホールディングス株式会社 執行役員 

資産運用部門長嘱託（現職） 

LIM Holdings Ltd Director（現職） 

－ 
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役職名 氏名 主要略歴 
所有 
株式数 

取締役（代表取締

役）兼専務執行役員 

海外業務企画室、営

業部、投資マネジメ

ント部管掌 

企画部、財務会計部

担当 

 

近藤 文樹 1 9 8 8 年 4 月 

1 9 9 9 年 7 月 

2 0 0 4 年 3 月 

 

2 0 0 6 年 1 2 月 

 

2 0 0 7 年 6 月 

 

2 0 0 9 年 1 1 月 

 

 

2 0 1 4 年 4 月 

 

2 0 1 6 年 4 月 

 

2 0 1 7 年 4 月 

 

 

 

2 0 1 8 年 4 月 

野村證券株式会社 入社 

同社 機関投資家営業部 課長 

野村ブラックロック・アセット・マネジメント株式会社 

取締役 副社長 

ノムラ・セキュリティーズ・インターナショナル 

米州エクイティ部門 マネージング・ディレクター 

インスティネット・インコーポレーテッド 

取締役 最高経営責任者 

野村ホールディングス株式会社 

シニア・マネージング・ディレクター 

グローバル・マーケッツ部門 インスティネット担当 

野村アセットマネジメント株式会社 

常務執行役員 海外クライアント本部長 

野村ファンド・リサーチ・アンド・テクノロジー株式会社 

取締役 ソリューション開発担当 

野村不動産投資顧問株式会社 取締役（代表取締役）兼専

務執行役員 

投資マネジメント部管掌、企画部、海外業務企画室、財務

会計部担当 

同社 取締役（代表取締役）兼専務執行役員 

海外業務企画室、営業部、投資マネジメント部 管掌 

企画部、財務会計部 担当（現職） 

－ 

取締役（代表取締

役）兼専務執行役員 

プロダクト開発部、

NMF運用グループ、

NPR運用部管掌 

リサーチ部、資産投

資部、投資運用企画

部担当 

最高戦略責任者嘱託 

 

 

 

 

 

山内 政人 1 9 9 1 年 4 月 

2 0 0 3 年 6 月 

2 0 0 5 年 4 月 

2 0 0 8 年 1 0 月 

2 0 0 9 年 1 0 月 

 

2 0 1 1 年 1 0 月 

2 0 1 2 年 1 0 月 

2 0 1 4 年 4 月 

2 0 1 4 年 1 0 月 

 

2 0 1 5 年 4 月 

 

2 0 1 6 年 4 月 

 

2 0 1 7 年 4 月 

野村不動産株式会社 入社 

同社 ビル事業部 マネジメント課長 

同社 人事部 給与厚生課長 

同社 資産運用カンパニー 企画室 マネージャー 

野村不動産投信株式会社 オフィス運用本部 アセットマ

ネジメントグループリーダー 

野村不動産投資顧問株式会社 財務部長 

同社 執行役員 財務部長 

同社 執行役員 財務部長兼ファンド会計部長 

同社 取締役兼執行役員 企画部長、ファンド会計部長、

財務部長嘱託 

同社 取締役兼常務執行役員 企画部長、ファンド会計部

長、財務部長嘱託 

同社 取締役兼常務執行役員 財務会計部担当、企画部長

嘱託 

同社 取締役（代表取締役）兼専務執行役員 

プロダクト開発部、NMF運用グループ、NPR運用部管掌、リ

サーチ部、資産投資部、投資運用企画部担当、最高戦略責

任者嘱託（現職） 

－ 
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役職名 氏名 主要略歴 所有 
株式数 

取締役 

兼常務執行役員 

海外業務企画室、投

資マネジメント部 

担当 

 

 

 

木村 大輔 1 9 9 0 年 4 月 

2 0 0 5 年 1 0 月 

2 0 1 0 年 4 月 

2 0 1 1 年 4 月 

2 0 1 2 年 1 0 月 

2 0 1 3 年 4 月 

2 0 1 4 年 4 月 

 

2 0 1 4 年 1 0 月 

2 0 1 5 年 4 月 

 

 

2 0 1 8 年 4 月 

 

野村不動産株式会社 入社 

同社 資産開発事業部長 

同社 ビルディング事業部長 

同社 法人カンパニー企画室長 

同社 都市開発事業本部 企画室長兼開発事業二部長 

同社 開発企画部長 

同社 開発企画本部 プロジェクト開発二部長兼海外事業

部長 

同社 開発企画本部 海外事業部長 

同社 執行役員 開発企画本部 海外事業部長嘱託 

NOMURA REAL ESTATE ASIA PTE. LTD. Managing Director

野村不動産諮詢（北京）有限公司 董事 

野村不動産投資顧問株式会社 取締役兼常務執行役員 海

外業務企画室、投資マネジメント部担当（現職） 

－ 

取締役兼常務執行役

員 

コンプライアンス部

担当 

監査部長嘱託 

古瀬 康彦 1 9 8 4 年 4 月 

1 9 9 5 年 6 月 

2 0 0 3 年 4 月 

2 0 0 9 年 1 2 月 

 

2 0 1 2 年 1 0 月 

 

2 0 1 4 年 4 月 

 

2 0 1 5 年 4 月 

野村證券株式会社 入社 

同社 法務部 文書課長 

同社 ウェルス・マネジメント業務部 管理課長 

野村アセットマネジメント株式会社 

企業法務室 室長 

野村不動産投資顧問株式会社 取締役兼執行役員 

コンプライアンス部担当 

同社 取締役兼執行役員 

コンプライアンス部担当 監査部長嘱託 

同社 取締役兼常務執行役員 

コンプライアンス部担当 監査部長嘱託（現職） 

－ 

取締役兼常務執行役

員 

NMF運用グループ統

括部長嘱託 

 

岡田 賢一 1 9 9 1 年 4 月

1 9 9 8 年 4 月

 

2 0 0 3 年 1 月

 

2 0 0 7 年 1 2 月

2 0 0 9 年 4 月

 

2 0 1 2 年 5 月

2 0 1 2 年 1 0 月

2 0 1 4 年 1 0 月

2 0 1 6 年 4 月 

 

2 0 1 7 年 4 月 

野村不動産株式会社 入社 

不動産シンジケーション協議会（現 不動産証券化協会）

出向 

野村不動産投信株式会社 ファンドマネジメントグループ

マネージャー 

三菱UFJ信託銀行株式会社 派遣 

野村不動産株式会社 資産運用カンパニー 運用企画部 

副部長兼運用企画課長 

野村不動産投資顧問株式会社 企画部長 

同社 執行役員 企画部長嘱託 

同社 執行役員 NPR運用部長嘱託 

同社 取締役兼常務執行役員 NMF運用グループ統括部長、

NMF運用グループ資産運用一部長嘱託 

同社 取締役兼常務執行役員 NMF運用グループ統括部長 

嘱託（現職） 

－ 

取締役兼常務執行役

員 

営業部、プロダクト

開発部、NPR運用部

担当 

井戸 規昭 1 9 9 2 年 4 月 

 

2 0 0 0 年 4 月 

2 0 0 5 年 6 月 

2 0 0 8 年 4 月 

 

2 0 0 9 年 4 月 

2 0 1 2 年 4 月 

2 0 1 3 年 4 月 

2 0 1 4 年 4 月 

2 0 1 7 年 4 月 

 

2 0 1 8 年 4 月 

野村不動産株式会社 入社 

同社 ビルディング事業部 

同社 資産運用事業部 

同社 人事部 人材開発課長 

野村不動産インベストメント・マネジメント株式会社 

商業施設事業部長 

同社 オフィス事業部長 

野村不動産投資顧問株式会社 営業部長 

同社 資産投資部長 

同社 執行役員 資産投資部長嘱託 

同社 取締役兼常務執行役員 営業部、投資マネジメント

部、プロダクト開発部担当 

同社 取締役兼常務執行役員 営業部、プロダクト開発

部、NPR運用部 担当（現職） 

－ 
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役職名 氏名 主要略歴 
所有 
株式数 

監査役 和田成一郎 1 9 8 6 年 4 月 

2 0 0 8 年 7 月 

2 0 0 9 年 7 月 

2 0 1 3 年 4 月 

2 0 1 3 年 7 月 

2 0 1 4 年 4 月 

2 0 1 4 年 1 0 月 

 

2 0 1 5 年 4 月 

 

2 0 1 5 年 1 0 月 

 

 

2 0 1 7 年 4 月 

野村證券株式会社 入社 

同社 不動産投資業務部長 

同社 アセット・ファイナンス・ストラテジー室長 

野村不動産投資顧問株式会社 海外営業部長 

同社 プロダクト・マーケティング部長 

同社 執行役員 プロダクト・マーケティング部長嘱託 

同社 取締役兼執行役員 

プロダクト・マネジメント部担当 

同社 取締役兼常務執行役員 

営業部、プロダクト・マネジメント部担当 

同社 取締役兼常務執行役員 

営業部、投資マネジメント部、プロダクト・マネジメント

部担当 

同社 監査役（現職） 

－ 

監査役（非常勤） 藤谷 茂樹 1 9 8 1 年 4 月 

2 0 0 8 年 4 月 

2 0 0 8 年 1 0 月 

 

2 0 0 9 年 4 月 

2 0 1 1 年 4 月 

2 0 1 2 年 4 月 

2 0 1 3 年 4 月 

2 0 1 3 年 6 月 

同 年 同 月 

同 年 同 月 

 

 

同 年 同 月 

2 0 1 4 年 4 月 

2 0 1 4 年 6 月 

同 年 同 月 

2 0 1 5 年 6 月 

 

2 0 1 6 年 6 月 

2 0 1 8 年 4 月 

2 0 1 8 年 4 月 

野村證券株式会社 入社 

野村アセットマネジメント株式会社 執行役 

野村ホールディングス株式会社 執行役員 トランジショ

ン・グループ担当 

同社 執行役員 Deputy CFO、経営企画副担当 

同社 執行役員 Deputy CFO 

同社 執行役員 Co-Deputy CFO 

野村不動産株式会社 監査役（現職） 

野村不動産アーバンネット株式会社 監査役（現職） 

野村リビングサポート株式会社 監査役 

野村ビルマネジメント株式会社 監査役（現職） 

（同社は2014年4月1日付の野村リビングサポート株式会社との合併に

より、野村不動産パートナーズ株式会社へ社名変更） 

野村不動産ホールディングス株式会社 監査役 

株式会社プライムクロス 監査役（現職） 

ＮＲＥＧ東芝不動産株式会社 監査役（現職） 

野村不動産投資顧問株式会社 監査役（現職） 

野村不動産ホールディングス株式会社 取締役監査等委員

（現職） 

野村不動産リフォーム株式会社 監査役 

野村不動産ウェルネス株式会社 監査役（現職） 

野村不動産ホテルズ株式会社 監査役（現職） 

－ 
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（５）【事業の内容及び営業の概況】

① 資産運用委託契約上の業務 

 資産運用会社は、金商法上の金融商品取引業者として投資運用業を行っています。 

本投資法人の本書の日付現在において、資産運用会社は、複数の投資法人（本投資法人及びNPR）並びに投

資法人以外の不動産ファンド等（投資用のビークルである特別目的会社その他の形態の法人又は組合、投資信

託委託会社、信託受託者等を含みますが、これらに限られません。）の資産運用又は投資助言を受託していま

す。資産運用会社は、ファンド等の資産運用を受託することを想定した社内体制の整備を目的として、ファン

ド等毎にその運用を担当する部門（各ファンド運用部）を設置したうえ、その長（各ファンド運用部長）を当

該ファンド等の投資判断に係る責任者として、担当ファンド等の投資運用に係る戦略策定及び業務統括等を行

わせ、また、各ファンド運用部において各ファンド等の年度事業計画の立案や投資家対応、物件予算の立案、

物件管理、エクイティによる資金調達等を行わせる一方、新規物件情報収集やデットによる資金調達等に関し

ては、運用の受託先毎に細分化するのではなく機能毎に集約しています。 

 

Ａ．委託業務 

（イ）本投資法人の資産の運用に係る業務 

（ロ）本投資法人が行う資金調達に係る業務 

（ハ）運用資産の状況についての本投資法人への又は本投資法人のための報告業務 

（ニ）運用資産に係る運用計画の策定業務 

（ホ）その他本投資法人が随時委託する業務 

（ヘ）上記（イ）乃至（ホ）の行為に付随し又は関連する業務 

 

Ｂ．助言・指示等 

（イ）資産運用会社は、委託業務に関連する事項について、本投資法人を代理して、自らの判断に基づき、本

投資法人の締結した資産保管委託契約及び一般事務委託契約に基づく資産保管会社及び一般事務受託者

並びにその他の本投資法人の外注委託先に対する通知及び指図等を行うことができます。 

（ロ）資産運用会社は、委託業務に付随し又は関連する本投資法人の投資主に対する金銭の分配、投資口の分

割若しくは併合、本投資法人の解散、合併又は投資主総会若しくは役員会の運営その他の事項に関して

本投資法人に助言を行い、本投資法人を支援し、又は本投資法人を代理してこれらの事項に関し指示を

出し、交渉に参加し若しくは交渉を行うことができます。 

 

② 経理の概況 

 資産運用会社の経理の概況は以下のとおりです。 

 

Ａ．主な資産、負債の概況 

 
第16期 

2018年3月31日現在 

総資産 6,578,372千円 

総負債 1,450,063千円 

純資産 5,128,309千円 

 

Ｂ．損益の概況 

 
第16期 

自2017年4月1日 
至 2018年3月31日 

営業収益 8,195,499千円 

経常利益 4,860,866千円 

当期純利益 3,319,981千円 
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③ 本書の日付現在において資産運用会社が運用の委託を受けている投資法人の状況 

名称 野村不動産マスターファンド投資法人 野村不動産プライベート投資法人 

基本的性格 野村不動産マスターファンド投資法人 

は、中長期の安定した収益の確保と運

用資産の着実な成長を目指して運用を

行うことをその基本方針としており、

かかる基本方針に基づき、主として物

流施設、商業施設、オフィス、居住用

施設その他様々な用途の不動産等及び

不動産対応証券に投資を行い、資産の

運用を行います。 

野村不動産プライベート投資法人は、

中長期の安定した収益の確保と運用資

産の着実な成長を目指して運用を行う

ことをその基本方針としており、かか

る基本方針に基づき、主としてオフィ

ス、居住用施設、物流施設又は商業施

設その他様々な用途の不動産等及び不

動産対応証券に投資を行い、資産の運

用を行います。 

設立年月日 2015年10月1日 2010年3月2日 

純資産額総額 571,836百万円（注1） 

（2018年8月末日現在） 

非開示（注2） 

投資口1口当たりの純

資産額 

132,314円 

（2018年8月末日現在） 

非開示（注2） 

（注1）百万円未満を切り捨てて記載しています。 
（注2）野村不動産プライベート投資法人は非上場であり、該当金額を一般に開示していません。 
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２【その他の関係法人の概況】

Ａ．投資主名簿等管理人、一般事務受託者（機関運営・会計）、及び特別口座管理事務受託者 

 

（1）【名称、資本金の額及び事業の内容】 

 

名   称 ： 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

資本金の額 ： 324,279百万円（2018年3月末日現在） 

事業の内容 ： 銀行法（昭和56年法律第59号、その後の改正を含みます。以下「銀行法」といいます。）に基

づき銀行業を営むとともに、兼営法に基づき信託業務を営んでいます。 

住   所 ： 東京都千代田区丸の内一丁目4番5号 

 

（2）【関係業務の概要】 

 

① 投資主名簿等管理人としての業務 

 

（イ）投資主名簿及び投資法人債原簿並びにこれらに付属する帳簿の作成、管理及び備置その他の投資主名簿

及び投資法人債原簿に関する事務（但し、投資法人債原簿に関する事務は本投資法人が投資主名簿等管

理人に別途委託するものに限ります。） 

（ロ）上記（イ）のほか、以下の帳簿その他の投信法及び投信法施行規則の規定により作成及び保管しなけれ

ばならない帳簿書類の作成、管理及び備置に関する事務（但し、該当する事務が生じていない場合を除

きます。） 

・ 分配利益明細簿 

・ 投資証券台帳 

・ 投資証券不発行管理簿 

・ 投資証券払戻金額帳 

・ 未払分配利益明細簿 

・ 未払払戻金明細簿 

（ハ）社債株式等振替法の規定に基づく投資主名簿への記載又は記録 

（ニ）振替機関等により通知される総投資主通知その他の通知の受理に関する事務 

（ホ）投資主、登録投資口質権者、これらの法定代理人及び以上の者の常任代理人（以下、本①において「投

資主等」といいます。）の氏名及び住所の登録並びに変更の登録に関する事務 

（ヘ）上記（イ）乃至（ホ）に掲げるもののほか、投資主等の提出する届出の受理に関する事務 

（ト）投資主総会招集通知の発送及び議決権行使書又は委任状の作成及び集計に関する事務 

（チ）投資主等に対して分配する金銭の支払いに関する事務 

（リ）投資主等からの照会に対する応答に関する事務 

（ヌ）投資口の統計資料並びに法令又は契約にもとづく官庁、金融商品取引所、振替機関等への届出又は報告

のための資料の作成に関する事務 

（ル）投資口の発行投資口の併合・分割に関する事務その他本投資法人が臨時に指定する事務 

（ヲ）投資主等に対する通知書、催告書及び報告書等の発送に関する事務 

（ワ）投資主等の権利行使に関する請求その他の投資主からの申出の受付けに関する事務（上記（イ）乃至

（ヲ）の事務に関連するものに限ります。） 

（カ）上記（イ）乃至（ワ）に掲げる事務に付随する印紙税等の納付に関する事務 

（ヨ）投資主等の個人番号及び法人番号の収集及び登録に関する事務 

（タ）投資主等の個人番号及び法人番号の保管、利用及び廃棄又は削除に関する事務 

（レ）上記（イ）乃至（タ）に掲げる事項に付随する事務 
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② 一般事務受託者（機関運営・会計）としての業務 

 

（イ）本投資法人の機関の運営に関する事務（投信法第117条第4号に規定する事務のうち、本投資法人と投信

法第117条第2号に規定する事務その他これに関連する事務を委託した者（以下本②において「投資主名

簿等管理人」といいます。）との間の投資口事務代行委託契約に基づき投資主名簿等管理人に委託され

る事務以外のもの。） 

（ロ）計算に関する事務（投信法第117条第5号に規定する事務） 

（ハ）会計帳簿の作成に関する事務（投信法第117条第6号及び投信法施行規則第169条第2項第6号に規定する

事務） 

（ニ）納税に関する事務（投信法第117条第6号及び投信法施行規則第169条第2項第7号に規定する事務） 

 

③ 特別口座管理事務受託者としての業務 

 

（イ）振替口座簿並びにこれに附属する帳簿の作成・管理及び備置に関する事務 

（ロ）総投資主通知に係る報告に関する事務 

（ハ）新規記載又は記録手続き及び抹消手続き又は全部抹消手続きに関する事務 

（ニ）振替機関からの本投資法人に対する個別投資主通知 

（ホ）振替口座簿への記載又は記録、質権に係る記載又は記録及び信託の受託者並びに信託財産に係る記載又

は記録に関する事務 

（ヘ）特別口座の開設及び廃止に関する事務 

（ト）加入者情報及び届出印鑑の登録又はそれらの変更の登録及び加入者情報の振替機関への届出に関する事

務 

（チ）特別口座の加入者本人のために開設された他の口座又は本投資法人の口座との間の振替手続に関する事

務 

（リ）社債株式等振替法で定める取得者等のための特別口座開設等請求に関する事務 

（ヌ）加入者からの個別投資主通知の申出に関する事務 

（ル）加入者又は利害関係を有する者からの情報提供請求（振替機関を通じて請求されるものを含みます。）

に関する事務 

（ヲ）前各号に掲げるものの他、加入者等（投資主、投資口質権者及びこれらの法定代理人又は以上の者の常

任代理人をいいます。以下同じです。）による請求に関する事務 

（ワ）前各号に掲げるものの他、加入者等からの加入者等に係る情報及び届出印鑑に関する届出の受理に関す

る事務 

（カ）加入者等からの照会に対する応答に関する事務 

（ヨ）投資口の併合・分割に関する事務 

（タ）加入者等の個人番号及び法人番号の収集及び登録に関する事務 

（レ）加入者等の個人番号及び法人番号の保管、利用及び廃棄又は削除に関する事務 

（ソ）前各号に掲げる事務の他、振替制度の運営に関する事務及び本投資法人及び特別口座管理事務受託者が

協議の上定める事務 

 

（3）【資本関係】 

 

該当事項はありません。 

 

Ｂ．資産保管会社 

 

（1）名称、資本金の額及び事業の内容 

 

名   称 ： 三井住友信託銀行株式会社 

資本金の額 ： 342,037百万円（2018年3月末日現在） 

事業の内容 ： 銀行法に基づき銀行業を営むとともに、兼営法に基づき、信託業務を営んでいます。 
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（2）関係業務の概要 

 

 資産保管会社としての業務 

（イ）資産保管業務 

（ロ）金銭出納管理業務 

（ハ）上記（イ）及び（ロ）に掲げる事項に付随する業務 

 

（3）資本関係 

 

2018年8月末日現在、本投資法人の投資口を8,321口保有しています。 

上記以外には該当事項はありません。 

 

Ｃ．投資法人債に係る一般事務受託者（旧NMF第1回債、NOF第2回債及びNMF第2回債）及び短期投資法人債に係る一般

事務受託者 

 

（1）名称、資本金の額及び事業の内容 

 

名   称 ： 株式会社三菱ＵＦＪ銀行 

資本金の額 ： 1,711,958百万円（2018年3月末日現在） 

事業の内容 ： 銀行法に基づき銀行業を営んでいます。 

住   所 ： 東京都千代田区丸の内二丁目7番1号 

 

（2）関係業務の概要 

 

① 投資法人債に係る一般事務受託者としての業務（旧NMF第1回債及びNMF第2回債） 

 

（イ）発行代理人としての事務 

（ロ）支払代理人としての事務 

（ハ）投資法人債原簿に関する事務 

（ニ）投資法人債券台帳の調製に関する事務 

（ホ）租税特別措置法等に基づく利子所得税の納付に関する事務 

（ヘ）買入消却に関する事務 

（ト）その他本投資法人と協議の上必要と認められる事務 

 

② 投資法人債の発行等に係る一般事務受託者としての業務（NOF第2回債） 

 

（イ）投資法人債の投資法人債申込証の作成及びとりまとめに関する事務 

（ロ）応募者登録請求に関する事務 

（ハ）投資法人債の投資法人債原簿の作成及び備置きその他の投資法人債原簿に関する事務 

（ニ）代わり投資法人債券等を発行する場合の調製及び交付に関する事務 

（ホ）投資法人債権者からの費用の徴収に関する事務 

（へ）租税特別措置法に基づく利子所得税の納付に関する事務 

（ト）その他本投資法人と協議の上必要と認められる事務 

 

③ 投資法人債の元利金支払事務に係る一般事務受託者としての業務（NOF第2回債） 

 

④ 投資法人債の投資法人債管理者としての業務（NOF第2回債） 

 

⑤ 短期投資法人債の発行事務、償還事務及び資金決済事務に係る一般事務受託者としての業務 

 

⑥ 短期投資法人債の私募の取扱に関する事務に係る一般事務受託者としての業務 
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（3）資本関係 

 

該当事項はありません。 

 

Ｄ．投資法人債に係る一般事務受託者（NOF第7回債、NOF第10回債及びNMF第3回債） 

 

（1）名称、資本金の額及び事業の内容 

 

名   称 ： 株式会社三井住友銀行 

資本金の額 ： 1,770,996百万円（2018年3月末日現在） 

事業の内容 ： 銀行法に基づき銀行業を営んでいます。 

住   所 ： 東京都千代田区丸の内一丁目1番2号 

 

（2）関係業務の概要 

 

 投資法人債の発行等に係る一般事務受託者としての業務 

 

(イ）発行代理人としての事務 

(ロ）支払代理人としての事務 

(ハ）投資法人債原簿に関する事務 

(ニ）投資法人債券台帳の調製に関する事務 

(ホ）租税特別措置法に基づく利子所得税の納付に関する事務 

(ヘ）買入消却に関する事務 

(ト）その他本投資法人と協議の上必要と認められる事務 

 

（3）資本関係 

 

該当事項はありません。 

 

Ｅ．投資法人債に係る一般事務受託者（NOF第2回債） 

 

（1）名称、資本金の額及び事業の内容 

 

名   称 ： 野村證券株式会社 

資本金の額 ： 10,000百万円（2018年3月末日現在） 

事業の内容 ： 金商法に基づき金融商品取引業を営んでいます。 

住   所 ： 東京都中央区日本橋一丁目9番1号 

 

（2）関係業務の概要 

 

投資法人債の元利金支払事務に係る一般事務受託者としての業務（NOF第2回債） 

 

（3）資本関係 

 

2018年8月末日現在、本投資法人の投資口を4,105口保有しています。 

上記以外には該当事項はありません。 
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Ｆ．投資法人債に係る一般事務受託者（NOF第2回債） 

 

（1）名称、資本金の額及び事業の内容 

 

名   称 ： みずほ証券株式会社 

資本金の額 ： 125,167百万円（2018年3月末日現在） 

事業の内容 ： 金商法に基づき金融商品取引業を営んでいます。 

住   所 ： 東京都千代田区大手町一丁目5番1号 

 

（2）関係業務の概要 

 

投資法人債の元利金支払事務に係る一般事務受託者としての業務（NOF第2回債） 

 

（3）資本関係 

 

2018年8月末日現在、本投資法人の投資口を26,297口保有しています。 

上記以外には該当事項はありません。 

 

Ｇ．本投資法人の特定関係法人（資産運用会社の親会社） 

 

（1）名称、資本金の額及び事業の内容 

 

名   称 ： 野村不動産ホールディングス株式会社 

資本金の額 ： 117,072百万円（2018年3月末日現在） 

事業の内容 ： 野村不動産株式会社を中心とする企業グループにおける純粋持株会社 

 

（2）関係業務の概要 

 

野村不動産ホールディングス株式会社は、資産運用会社の親会社であり、本書の日付現在、資産運用会社の発

行済株式の100％を保有しています。 

 

（3）資本関係 

 

該当事項はありません。 

 

Ｈ．本投資法人の特定関係法人（資産運用会社の利害関係人等のうち、金商法施行令第29条の3第3項第1号及び第2号

に掲げる取引を行い、又は行った法人） 

 

（1）名称、資本金の額及び事業の内容 

 

名   称 ： 野村不動産株式会社 

資本金の額 ： 2,000百万円（2018年4月1日現在） 

事業の内容 ： 不動産業 

 

（2）関係業務の概要 

 

野村不動産株式会社は、資産運用会社の親会社の子会社であり、情報提供協定書に従い、同社が自ら保有し又

は今後開発保有することとなる不動産等のうち、本投資法人の物件選定基準に該当するものを売却しようとする

場合、資産運用会社に対して不動産売却情報の提供を行います。また、賃貸バリューチェーンに関する基本合意

書に従い、資産運用会社等と共同して賃貸不動産に関する情報・ノウハウの共有及びブランド価値向上等に向け

た施策の検討を行っています。 
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（3）資本関係 

 

2018年8月末日現在、本投資法人の投資口を210,671口保有しています。 

上記以外には該当事項はありません。 
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第５【投資法人の経理状況】
 

1．財務諸表の作成方法について 

 本投資法人の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。

その後の改正を含みます。）及び同規則第2条の規定により、「投資法人の計算に関する規則」（平成18年内閣府令

第47号。その後の改正を含みます。）に基づいて作成しています。 

 

2．監査証明について 

 本投資法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第6期計算期間（2018年3月1日から2018年8月31

日まで）の財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人の監査を受けています。 

 

3．連結財務諸表について 

 本投資法人には子会社がありませんので、連結財務諸表は作成していません。 

 

- 254 -



１【財務諸表】

（１）【貸借対照表】

    （単位：千円） 

  前期 
2018年2月28日現在 

当期 
2018年8月31日現在 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 64,532,866 62,071,925 

信託現金及び信託預金 12,004,072 12,484,905 

営業未収入金 556,648 719,156 

前払費用 696,790 749,788 

未収還付法人税等 54 - 

未収消費税等 - 206,657 

その他 276,924 530,464 

流動資産合計 78,067,357 76,762,897 

固定資産    

有形固定資産    

建物 121,437,497 131,591,703 

減価償却累計額 △8,322,612 △10,249,808 

建物（純額） 113,114,885 121,341,895 

構築物 423,996 537,118 

減価償却累計額 △171,650 △213,878 

構築物（純額） 252,345 323,240 

機械及び装置 620,042 650,784 

減価償却累計額 △298,650 △363,337 

機械及び装置（純額） 321,391 287,446 

工具、器具及び備品 190,500 237,337 

減価償却累計額 △37,880 △56,101 

工具、器具及び備品（純額） 152,619 181,235 

土地 223,024,636 247,417,363 

信託建物 178,717,511 181,115,458 

減価償却累計額 △17,195,122 △19,907,431 

信託建物（純額） ※３ 161,522,389 ※３ 161,208,027 

信託構築物 969,309 974,886 

減価償却累計額 △697,276 △766,440 

信託構築物（純額） 272,032 208,445 

信託機械及び装置 284,564 429,315 

減価償却累計額 △36,334 △53,443 

信託機械及び装置（純額） 248,230 375,871 

信託工具、器具及び備品 379,389 599,842 

減価償却累計額 △104,417 △141,226 

信託工具、器具及び備品（純額） ※３ 274,972 ※３ 458,615 

信託土地 ※３ 406,677,823 ※３ 406,677,823 

信託リース資産 23,900 10,107 

減価償却累計額 △18,850 △7,369 

信託リース資産（純額） 5,050 2,737 

建設仮勘定 98,999 7,228 

有形固定資産合計 905,965,376 938,489,931 

無形固定資産    

のれん 93,453,708 90,831,465 

借地権 1,331,702 1,331,702 

信託借地権 7,628,377 7,627,991 

その他 49,156 45,950 

無形固定資産合計 102,462,945 99,837,109 
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    （単位：千円） 

  前期 
2018年2月28日現在 

当期 
2018年8月31日現在 

投資その他の資産    

長期前払費用 1,725,575 1,908,481 

長期預け金 537,247 527,786 

敷金及び保証金 945,963 946,367 

デリバティブ債権 74,639 109,110 

投資その他の資産合計 3,283,426 3,491,745 

固定資産合計 1,011,711,748 1,041,818,787 

繰延資産    

投資法人債発行費 40,964 63,159 

繰延資産合計 40,964 63,159 

資産合計 1,089,820,070 1,118,644,844 
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    （単位：千円） 

  前期 
2018年2月28日現在 

当期 
2018年8月31日現在 

負債の部    

流動負債    

営業未払金 2,223,178 2,558,715 

短期借入金 - ※１ 500,000 

1年内返済予定の長期借入金 58,315,600 63,160,600 

信託リース債務 3,797 2,728 

未払金 2,437,546 2,370,672 

未払費用 291,069 322,498 

未払法人税等 605 2,120 

未払消費税等 223,118 - 

前受金 4,896,718 5,069,434 

前受収益 263,512 228,281 

災害損失引当金 - 17,922 

デリバティブ債務 49,325 62,643 

その他 46,668 7,603 

流動負債合計 68,751,140 74,303,221 

固定負債    

投資法人債 20,500,000 22,000,000 

長期借入金 407,382,800 411,495,000 

信託リース債務 1,591 227 

長期前受収益 449,677 346,546 

預り敷金及び保証金 9,737,166 10,647,205 

信託預り敷金及び保証金 ※３ 26,788,158 ※３ 27,197,704 

デリバティブ債務 1,118,774 818,237 

固定負債合計 465,978,169 472,504,921 

負債合計 534,729,310 546,808,142 

純資産の部    

投資主資本    

出資総額 162,791,125 181,730,086 

剰余金    

出資剰余金 394,012,959 394,012,959 

出資剰余金控除額    

一時差異等調整引当額 ※４ △7,169,175 ※４ △7,878,667 

その他の出資剰余金控除額 △6,000,467 △7,060,439 

出資剰余金控除額合計 △13,169,643 △14,939,107 

出資剰余金（純額） 380,843,315 379,073,851 

当期未処分利益又は当期未処理損失（△） 12,549,780 11,804,535 

剰余金合計 393,393,095 390,878,386 

投資主資本合計 556,184,220 572,608,472 

評価・換算差額等    

繰延ヘッジ損益 △1,093,460 △771,769 

評価・換算差額等合計 △1,093,460 △771,769 

純資産合計 ※２ 555,090,759 ※２ 571,836,702 

負債純資産合計 1,089,820,070 1,118,644,844 
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（２）【損益計算書】

    （単位：千円） 

 
前期 

自 2017年9月 1日 
至 2018年2月28日 

当期 
自 2018年3月 1日 
至 2018年8月31日 

営業収益    

賃貸事業収入 ※１ 30,724,009 ※１ 31,695,901 

その他賃貸事業収入 ※１ 2,907,617 ※１ 3,035,967 

不動産等売却益 ※２ 587,249 - 

営業収益合計 34,218,876 34,731,869 

営業費用    

賃貸事業費用 ※１ 14,785,472 ※１ 15,158,332 

資産運用報酬 3,007,249 3,074,928 

資産保管手数料 56,139 55,871 

一般事務委託手数料 154,619 165,937 

役員報酬 6,000 6,000 

のれん償却額 2,622,242 2,622,242 

その他営業費用 374,816 362,580 

営業費用合計 21,006,539 21,445,892 

営業利益 13,212,336 13,285,976 

営業外収益    

受取利息 635 571 

未払分配金戻入 11,437 5,198 

還付加算金 - 132 

その他 19 103 

営業外収益合計 12,092 6,006 

営業外費用    

支払利息 1,873,772 1,908,070 

投資法人債利息 187,113 182,048 

投資法人債発行費償却 2,147 2,951 

融資関連費用 396,804 418,730 

投資口交付費 42,462 19,231 

その他 6,862 5,319 

営業外費用合計 2,509,162 2,536,351 

経常利益 10,715,266 10,755,631 

特別損失    

災害による損失 - 43,651 

特別損失合計 - 43,651 

税引前当期純利益 10,715,266 10,711,980 

法人税、住民税及び事業税 605 2,175 

法人税等合計 605 2,175 

当期純利益 10,714,661 10,709,804 

前期繰越利益又は前期繰越損失（△） 1,835,119 1,094,730 

当期未処分利益又は当期未処理損失（△） 12,549,780 11,804,535 
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（３）【投資主資本等変動計算書】

前期（自 2017年9月1日 至 2018年2月28日） 
            （単位：千円） 

  投資主資本 

 

出資総額 

剰余金 

  出資剰余金 

 

出資剰余金 

出資剰余金控除額 

出資剰余金
（純額） 

 
一時差異等調
整引当額 

その他の出資
剰余金控除額 

出資剰余金控
除額合計 

当期首残高 162,592,573 394,012,959 △7,367,727 △5,801,916 △13,169,643 380,843,315 

当期変動額            

剰余金の配当 - - - - - - 

一時差異等調整引当額

の戻入 
198,551 - 198,551 △198,551 - - 

一時差異等調整引当額

による利益超過分配 
- - - - - - 

その他の利益超過分配 - - - - - - 

当期純利益 - - - - - - 

投資主資本以外の項目

の当期変動額（純額） 
- - - - - - 

当期変動額合計 198,551 - 198,551 △198,551 - - 

当期末残高 
※１ 

162,791,125 
394,012,959 △7,169,175 △6,000,467 △13,169,643 380,843,315 

 

           （単位：千円） 

  投資主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
  剰余金 

投資主資本合
計 

繰延ヘッジ損
益 

評価・換
算差額等
合計  

当期未処分利
益又は当期未
処理損失
（△） 

剰余金合計 

当期首残高 14,737,836 395,581,151 558,173,725 △1,524,682 △1,524,682 556,649,043 

当期変動額            

剰余金の配当 △12,704,165 △12,704,165 △12,704,165 - - △12,704,165 

一時差異等調整引当額

の戻入 
△198,551 △198,551 - - - - 

一時差異等調整引当額

による利益超過分配 
- - - - - - 

その他の利益超過分配 - - - - - - 

当期純利益 10,714,661 10,714,661 10,714,661 - - 10,714,661 

投資主資本以外の項目

の当期変動額（純額） 
- - - 431,221 431,221 431,221 

当期変動額合計 △2,188,056 △2,188,056 △1,989,504 431,221 431,221 △1,558,283 

当期末残高 12,549,780 393,393,095 556,184,220 △1,093,460 △1,093,460 555,090,759 
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当期（自 2018年3月1日 至 2018年8月31日） 

            （単位：千円） 

  投資主資本 

 

出資総額 

剰余金 

  出資剰余金 

 

出資剰余金 

出資剰余金控除額 
出資剰余金
（純額）  

一時差異等調
整引当額 

その他の出資
剰余金控除額 

出資剰余金控
除額合計 

当期首残高 162,791,125 394,012,959 △7,169,175 △6,000,467 △13,169,643 380,843,315 

当期変動額            

新投資口の発行 18,460,443 - - - - - 

剰余金の配当 - - - - - - 

一時差異等調整引当額

の戻入 
478,516 - 478,516 △478,516 - - 

一時差異等調整引当額

による利益超過分配 
- - △1,188,008 - △1,188,008 △1,188,008 

その他の利益超過分配 - - - △581,455 △581,455 △581,455 

当期純利益 - - - - - - 

投資主資本以外の項目

の当期変動額（純額） 
- - - - - - 

当期変動額合計 18,938,960 - △709,492 △1,059,971 △1,769,463 △1,769,463 

当期末残高 
※１ 

181,730,086 
394,012,959 △7,878,667 △7,060,439 △14,939,107 379,073,851 

 

           （単位：千円） 

  投資主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
  剰余金 

投資主資本合
計 

繰延ヘッジ損
益 

評価・換
算差額等
合計  

当期未処分利
益又は当期未
処理損失
（△） 

剰余金合計 

当期首残高 12,549,780 393,393,095 556,184,220 △1,093,460 △1,093,460 555,090,759 

当期変動額            

新投資口の発行 - - 18,460,443 - - 18,460,443 

剰余金の配当 △10,976,533 △10,976,533 △10,976,533 - - △10,976,533 

一時差異等調整引当額

の戻入 
△478,516 △478,516 - - - - 

一時差異等調整引当額

による利益超過分配 
- △1,188,008 △1,188,008 - - △1,188,008 

その他の利益超過分配 - △581,455 △581,455 - - △581,455 

当期純利益 10,709,804 10,709,804 10,709,804 - - 10,709,804 

投資主資本以外の項目

の当期変動額（純額） 
- - - 321,691 321,691 321,691 

当期変動額合計 △745,244 △2,514,708 16,424,251 321,691 321,691 16,745,942 

当期末残高 11,804,535 390,878,386 572,608,472 △771,769 △771,769 571,836,702 
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（４）【金銭の分配に係る計算書】

 

 

前期 

自 2017年9月 1日 

至 2018年2月28日 

当期 

自 2018年3月 1日 

至 2018年8月31日 

Ⅰ．当期未処分利益 12,549,780,041円 11,804,535,046円 

     

Ⅱ．利益超過分配金加算額 1,769,463,990円 2,619,010,800円 

うち一時差異等調整引当額 1,188,008,920円 1,322,470,800円 

うちその他の出資剰余金控除額 581,455,070円 1,296,540,000円 

     

Ⅲ．出資総額組入額 478,516,800円 321,691,082円 

うち一時差異等調整引当額戻入

額 

478,516,800円 321,691,082円 

     

Ⅳ．分配金の額 12,745,997,110円 13,328,431,200円 

（投資口1口当たり分配金の

額） 

（3,047円） （3,084円） 

うち利益分配金 10,976,533,120円 10,709,420,400円 

（うち1口当たり利益分配金） （2,624円） （2,478円） 

うち一時差異等調整引当額 1,188,008,920円 1,322,470,800円 

（うち1口当たり利益超過分配

金（一時差異等調整引当額に

係るもの)） 

（284円） （306円） 

うちその他の利益超過分配金 581,455,070円 1,296,540,000円

（うち1口当たり利益超過分配

金（その他の利益超過分配金

に係るもの)） 

（139円） （300円） 

     

Ⅴ．次期繰越利益 1,094,730,121円 773,423,564円 
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前期 

自 2017年9月 1日 

至 2018年2月28日 

当期 

自 2018年3月 1日 

至 2018年8月31日 

分配金の額の算出方法 本投資法人は規約第36条第1項及び第2

項に定める金銭の分配の方針に基づき、

分配金を算出しています。 

当 期 に お い て は 、 当 期 純 利 益

10,71 4 , 6 6 1 , 0 3 6円にのれん償却額

2,622,242,820円を加算し、不動産等売

却益587,249,509円を控除した金額

12,749,654,347円のうち、以下の分配の

内訳に記載する各種分配金の投資口1口

当たりの金額が1円未満となる端数部分

を除いた金額の合計12,745,997,110円

（投資口1口当たり3,047円）を分配する

こととしました。 

分配の内訳は、利益分配金として、投

信法第136条第1項に定める利益から一時

差異等調整引当額（以下「ATA」といい

ま す 。 ） の 戻 入 額 を 控 除 し た

10,976,533,120円（投資口1口当たり

2,624円）、利益超過分配金のうち、ATA

の分配として1,188,008,920円（投資口1

口当たり284円）、その他の利益超過分

配金として581,455,070円（投資口1口当

たり139円）を分配することとしまし

た。 

本投資法人は規約第36条第1項及び第

2項に定める金銭の分配の方針に基づ

き、分配金を算出しています。 

当 期 に お い て は 、 当 期 純 利 益

10,709,804,925円にのれん償却額

2,622,242,820円を加算し、以下の分配

の内訳に記載する各種分配金の投資口1

口当たりの金額が1円未満となる端数部

分を除いた金額の合計13,328,431,200

円（投資口1口当たり3,084円）を分配

することとしました。 

分配の内訳は、利益分配金として、

投信法第136条第1項に定める利益から

一時差異等調整引当額（以下「ATA」と

いいます。）の戻入額を控除した

10,709,420,400円（投資口1口当たり

2,478円）、利益超過分配金のうち、

ATAの分配として1,322,470,800円（投

資口1口当たり306円）、その他の利益

超過分配金として1,296,540,000円（投

資口1口当たり300円）を分配すること

としました。 
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（５）【キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：千円） 

 
前期 

自 2017年9月 1日 
至 2018年2月28日 

当期 
自 2018年3月 1日 
至 2018年8月31日 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前当期純利益 10,715,266 10,711,980 

減価償却費 4,738,059 4,904,202 

のれん償却額 2,622,242 2,622,242 

投資口交付費 42,462 19,231 

投資法人債発行費償却 2,147 2,951 

災害損失引当金の増減額（△は減少） - 17,922 

受取利息 △635 △571 

支払利息 2,060,886 2,090,118 

固定資産除却損 6,256 11,491 

営業未収入金の増減額（△は増加） 226,256 △162,508 

前払費用の増減額（△は増加） 81,225 △53,500 

未収消費税等の増減額（△は増加） - △206,657 

長期前払費用の増減額（△は増加） △32,959 △182,905 

長期預け金の増減額（△は増加） 28,771 9,460 

営業未払金の増減額（△は減少） △855,186 335,536 

未払金の増減額（△は減少） 318 △5,783 

未払消費税等の増減額（△は減少） △1,004,447 △223,118 

未払費用の増減額（△は減少） 839,836 △830 

前受金の増減額（△は減少） △45,530 172,716 

信託有形固定資産の売却による減少額 22,433,392 - 

信託無形固定資産の売却による減少額 1,828 - 

その他 △21,837 △294,876 

小計 41,838,353 19,767,104 

利息の受取額 635 571 

利息の支払額 △2,264,760 △2,196,550 

法人税等の支払額 △603 △605 

営業活動によるキャッシュ・フロー 39,573,624 17,570,519 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △11,649,878 △34,624,878 

信託有形固定資産の取得による支出 △6,890,362 △2,817,160 

無形固定資産の取得による支出 △393,847 - 

信託無形固定資産の取得による支出 △3,464 △6,913 

預り敷金及び保証金の返還による支出 △272,297 △373,009 

預り敷金及び保証金の受入による収入 905,217 1,283,082 

信託預り敷金及び保証金の返還による支出 △1,327,230 △494,332 

信託預り敷金及び保証金の受入による収入 648,688 903,878 

敷金及び保証金の差入による支出 △210 △648 

敷金及び保証金の回収による収入 - 210 

投資活動によるキャッシュ・フロー △18,983,384 △36,129,771 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入れによる収入 - 2,500,000 

短期借入金の返済による支出 - △2,000,000 

長期借入れによる収入 24,320,000 38,855,000 

長期借入金の返済による支出 △24,862,800 △29,897,800 

投資法人債の発行による収入 2,000,000 1,500,000 

投資法人債の償還による支出 △4,000,000 - 

投資法人債発行費の支出 △23,444 △25,147 

投資口の発行による収入 - 18,460,443 

投資口交付費の支出 - △61,693 

利益分配金の支払額 △12,712,708 △10,982,284 

一時差異等調整引当額による利益超過分配金の支払額 △1,108 △1,188,092 

その他の利益超過分配金の支払額 △915 △581,282 

財務活動によるキャッシュ・フロー △15,280,976 16,579,143 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 5,309,263 △1,980,108 

現金及び現金同等物の期首残高 71,227,675 76,536,938 

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 76,536,938 ※１ 74,556,830 
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（６）【注記表】

（継続企業の前提に関する注記） 

該当事項はありません。 

 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

1．固定資産の減価償却の方法 ① 有形固定資産 （信託財産を含みます。） 

 定額法を採用しています。 

 なお、主たる有形固定資産の耐用年数は以下のとおりです。 

 建物          3～70年 

 構築物         2～45年 

 機械及び装置      2～15年 

 工具、器具及び備品   2～20年 

 

② 無形固定資産 

 定額法を採用しています。 

 なお、のれんについては、20年間で均等償却しています。 

 

③ 長期前払費用 

 定額法を採用しています。 

2．繰延資産の処理方法 ① 投資法人債発行費 

 償還までの期間にわたり定額法により償却しています。 

 

② 投資口交付費 

 発生時に全額費用処理しています。 

3．引当金の計上基準 ①貸倒引当金 

 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。 

 

②災害損失引当金 

 大阪府北部地震に伴う復旧費用等の支出に備えるため、当期末において合理的に

見積もることができる額を計上しています。 

4．収益及び費用の計上基準 固定資産税等の処理方法 

 保有する不動産等にかかる固定資産税、都市計画税及び償却資産税等について

は、賦課決定された税額のうち当期に対応する額を賃貸事業費用として費用処理す

る方法を採用しています。 

 なお、不動産又は不動産を信託財産とする信託受益権の取得に伴い、精算金とし

て譲渡人に支払った取得日を含む年度の固定資産税等相当額については、費用に計

上せず、当該不動産等の取得原価に算入しています。不動産等の取得原価に算入し

た固定資産税等相当額は、前期において12,466千円、当期において116,332千円で

す。 

5．ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計方法 

 繰延ヘッジ処理によっています。なお、特例処理の要件を満たす金利スワップ取

引については特例処理を採用しています。 

 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

金利スワップ取引 

ヘッジ対象 

借入金金利 

 

③ ヘッジ方針 

 本投資法人はリスク管理基本方針に基づき投資法人規約に規定するリスクをヘッ

ジする目的でデリバティブ取引を行っています。 

 

④ ヘッジの有効性の評価の方法 

 ヘッジ手段とヘッジ対象の時価変動の相関関係を求めることにより有効性の評価

を行っています。 
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6．その他計算書類作成のため

の基本となる重要な事項 

① 不動産等を信託財産とする信託受益権に関する会計処理方法 

保有する不動産等を信託財産とする信託受益権については、信託財産内の全

ての資産及び負債勘定並びに信託財産に生じた全ての収益及び費用勘定につい

て、貸借対照表及び損益計算書の該当勘定科目に計上しています。 

なお、該当勘定科目に計上した信託財産のうち重要性がある下記の科目につ

いては、貸借対照表において区分掲記することとしています。 

(1) 信託現金及び信託預金 

(2) 信託建物、信託構築物、信託機械及び装置、信託工具、器具及び備品、 

信託土地、信託リース資産 

(3) 信託借地権 

(4) 信託リース債務 

(5) 信託預り敷金及び保証金 

 

② 消費税等の処理方法 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。 

但し、固定資産等に係る控除対象外消費税等は個々の取得原価に算入してい

ます。 

7．キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金及

び信託現金、随時引き出し可能な預金及び信託預金並びに容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から3ヶ月以内に償還

期限の到来する短期投資からなっています。 
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（追加情報） 

 

（一時差異等調整引当額の引当て及び戻入れに関する注記） 

前期 
自 2017年9月1日 
至 2018年2月28日 

当期 
自 2018年3月1日 
至 2018年8月31日 

1．引当ての発生事由、発生した資産等及び引当額 

（単位：千円） 

発生した 
資産等 

引当ての 
発生事由 

一時差異等 
調整引当額 

のれん のれんの償却の発生 2,622,242 

 

長期預け金 修繕積立金差額の発生 7,570 

 

増加小計   2,629,813 

建物、建物附属

設備等 

減価償却不足相当分等

の発生 

△1,234,822 

前受収益等 合併時金利スワップ評

価損償却相当分の発生 

△161,277 

その他 － △45,704 

減少小計   △1,441,804 

合 計   1,188,008 

 

2．戻入れの発生事由、発生した資産等及び戻入れ額 

（単位：千円） 

発生した 
資産等 

戻入れの 
発生事由 

一時差異等 
調整引当額 

土地、建物等 合併関連費用計上物件

の売却及び減価償却費 

△47,295 

 

繰延ヘッジ損益 デリバティブ取引の時

価の変動 

△431,221 

合 計   △478,516 

 

 

 

3．戻入れの具体的な方法 

（1）のれん償却額 

原則、戻入れしません。 

（2）合併関連費用 

項目 戻入れの方法 

建物等 減価償却及び売却等の時点において、

それぞれ対応すべき金額を戻入れる予

定です。 

土地 売却等の時点において、対応すべき金

額を戻入れる予定です。 

信託建物等 減価償却及び売却等の時点において、

それぞれ対応すべき金額を戻入れる予

定です。 

信託土地 売却等の時点において、対応すべき金

額を戻入れる予定です。 借地権 

信託借地権 

 

1．引当ての発生事由、発生した資産等及び引当額 

（単位：千円） 

 
発生した 
資産等 

引当ての 
発生事由 

一時差異等 
調整引当額 

 
のれん 

 

のれんの償却の発生 2,622,242 
 

 
長期預け金 

 

修繕積立金差額の発生 1,613 
 

  増加小計   2,623,856 

 
建物、建物附

属設備等 

減価償却不足相当分等

の発生 

△1,142,482 
 

 
前受収益等 

 

合併時金利スワップ評

価損償却相当分の発生 

△137,860 
 

  その他 － △21,042 

  減少小計   △1,301,385 

  合 計   1,322,470 

 

2．戻入れの発生事由、発生した資産等及び戻入れ額 

（単位：千円） 

発生した 
資産等 

戻入れの 
発生事由 

一時差異等 
調整引当額 

土地、建物等 合併関連費用計上物件

の売却及び減価償却費 

－ 

※ 

繰延ヘッジ損

益 

デリバティブ取引の時

価の変動 

△321,691 

合 計   △321,691 

 ※当期解消分（5,754千円）は上記1.の「減価償却不足

相当分等の発生」において控除されています。 

 

3．戻入れの具体的な方法 

（1）のれん償却額 

原則、戻入れしません。 

（2）合併関連費用 

項目 戻入れの方法 

建物等 減価償却及び売却等の時点において、

それぞれ対応すべき金額を戻入れる予

定です。 

土地 売却等の時点において、対応すべき金

額を戻入れる予定です。 

信託建物等 減価償却及び売却等の時点において、

それぞれ対応すべき金額を戻入れる予

定です。 

信託土地 売却等の時点において、対応すべき金

額を戻入れる予定です。 借地権 

信託借地権 
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（3）長期預け金 

原則、戻入れしません。 

（4）繰延ヘッジ損益 

ヘッジ手段であるデリバティブ取引の時価の変動

に応じて戻入れる予定です。 

（3）長期預け金 

原則、戻入れしません。 

（4）繰延ヘッジ損益 

ヘッジ手段であるデリバティブ取引の時価の変動

に応じて戻入れる予定です。 

 

（貸借対照表に関する注記） 

※1．コミットメントライン契約 

①本投資法人は、前期末、当期末ともに取引金融機関2行と以下のコミットメントライン契約を締結しています。 

 
前期 

（2018年2月28日） 
当期 

（2018年8月31日） 

コミットメントライン契約の総額 

借入実行残高 

10,000,000千円 

－千円 

10,000,000千円 

－千円 

差引額 10,000,000千円 10,000,000千円 

②本投資法人は、前期末は取引金融機関5行と、当期末は取引金融機関4行と以下のコミットメントライン契約を締結し

ています。 

 
前期 

（2018年2月28日） 
当期 

（2018年8月31日） 

コミットメントライン契約の総額 

借入実行残高 

40,000,000千円 

－千円 

40,000,000千円 

500,000千円 

差引額 40,000,000千円 39,500,000千円 

 

※2．投資信託及び投資法人に関する法律第67条第4項に定める最低純資産額 

 
前期 

（2018年2月28日） 
当期 

（2018年8月31日） 

  50,000千円 50,000千円 

 

※3．担保に供している資産及び担保を付している債務 

 
前期 

（2018年2月28日） 
当期 

（2018年8月31日） 

 

担保に供している資産は次のとおりで

す。 

信託建物 3,327,532千円 

信託土地 6,096,368千円 

信託工具、器具及び

備品 
206千円 

合計 9,424,106千円 

 

担保を付している債務は次のとおりで

す。 

信託預り敷金及び保証金 726,648千円 

合計 726,648千円 

 

担保に供している資産は次のとおりで

す。 

信託建物 3,294,755千円 

信託土地 6,096,368千円 

信託工具、器具及び

備品 
185千円 

合計 9,391,308千円 

 

担保を付している債務は次のとおりで

す。 

信託預り敷金及び保証金 726,648千円 

合計 726,648千円 
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※4．一時差異等調整引当額 

 前期（自 2017年9月1日 至 2018年2月28日） 

 1. 引当て・戻入れの発生事由、発生した資産等及び引当額 

（単位：千円） 

発生した 

資産等 
発生した事由 当初発生額 

当期首 

残高 

当期 

引当額 

当期 

戻入額 

当期末 

残高 

戻入れの 

事由 

のれん 
のれんの償却の

発生 
4,244,640 4,244,640 － － 4,244,640 － 

土地、 

建物等 

合併関連費用の

発生 
4,029,135 1,491,074 － △91,221 1,399,852 

合併関連費

用計上物件

の売却及び

減価償却 

繰延ヘッジ 

損益 

金利スワップ評

価損の発生 
2,867,594 1,545,633 － △20,951 1,524,682 

デリバティ

ブ取引の時

価の変動 

土地、 

建物等 
減損損失の発生 269,797 86,378 － △86,378 － 

減損損失計

上物件の売

却 

増加小計   － 7,367,727 － △198,551 7,169,175 － 

合計   － 7,367,727 － △198,551 7,169,175 － 

 

2. 戻入れの具体的な方法 

 

（1）のれん償却額 

原則、戻入れしません。 

 

（2）合併関連費用 

項目 戻入れの方法 

建物等 減価償却及び売却等の時点において、それぞれ対応すべき金額を戻入れる予定です。 

土地 売却等の時点において、対応すべき金額を戻入れる予定です。 

信託建物等 減価償却及び売却等の時点において、それぞれ対応すべき金額を戻入れる予定です。 

信託土地 

売却等の時点において、対応すべき金額を戻入れる予定です。 借地権 

信託借地権 

 

（3）減損損失 

該当物件の売却等の時点において、対応すべき金額を戻入れる予定です。 

 

（4）繰延ヘッジ損益 

ヘッジ手段であるデリバティブ取引の時価の変動に応じて戻入れる予定です。 
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 当期（自 2018年3月1日 至 2018年8月31日） 

 1. 引当て・戻入れの発生事由、発生した資産等及び引当額 

（単位：千円） 

発生した 

資産等 
発生した事由 当初発生額 

当期首 

残高 

当期 

引当額 

当期 

戻入額 

当期末 

残高 

戻入れの 

事由 

のれん 
のれんの償却の

発生 
6,866,883 4,244,640 1,188,008 － 5,432,649 － 

土地、 

建物等 

合併関連費用の

発生 
4,029,135 1,399,852 － △47,295 1,352,557 

合併関連費

用計上物件

の売却及び

減価償却 

繰延ヘッジ 

損益 

金利スワップ評

価損の発生 
2,867,594 1,524,682 － △431,221 1,093,460 

デリバティ

ブ取引の時

価の変動 

増加小計   － 7,169,175 1,188,008 △478,516 7,878,667 － 

合計   － 7,169,175 1,188,008 △478,516 7,878,667 － 

 

2. 戻入れの具体的な方法 

 

（1）のれん償却額 

原則、戻入れしません。 

 

（2）合併関連費用 

項目 戻入れの方法 

建物等 減価償却及び売却等の時点において、それぞれ対応すべき金額を戻入れる予定です。 

土地 売却等の時点において、対応すべき金額を戻入れる予定です。 

信託建物等 減価償却及び売却等の時点において、それぞれ対応すべき金額を戻入れる予定です。 

信託土地 

売却等の時点において、対応すべき金額を戻入れる予定です。 借地権 

信託借地権 

 

（3）繰延ヘッジ損益 

ヘッジ手段であるデリバティブ取引の時価の変動に応じて戻入れる予定です。 
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（損益計算書に関する注記） 

※1．不動産賃貸事業損益の内訳 

       （単位：千円） 
 

 

前期 

自 2017年9月1日 

至 2018年2月28日 

当期 

自 2018年3月1日 

至 2018年8月31日 

A．不動産賃貸事業収益        

賃貸事業収入        

賃料収入 28,294,468   29,254,971  

共益費収入 2,429,540 30,724,009 2,440,930 31,695,901 

その他賃貸事業収入        

駐車場収入 584,742   588,545  

付帯収益 2,198,012   2,376,113  

その他賃料収入 124,862 2,907,617 71,308 3,035,967 

不動産賃貸事業収益合計   33,631,626   34,731,869 

B．不動産賃貸事業費用        

賃貸事業費用        

外注委託費 1,592,435   1,604,399  

プロパティ・マネジメント報酬 888,375   980,132  

公租公課 2,699,055   2,846,279  

水道光熱費 1,784,615   1,882,466  

保険料 43,247   43,614  

修繕費 1,758,408   1,555,208  

支払地代 210,439   215,680  

減価償却費 4,737,224   4,901,925  

その他費用 1,071,669 14,785,472 1,128,627 15,158,332 

不動産賃貸事業費用合計   14,785,472   15,158,332 

C．不動産賃貸事業損益（A－B）   18,846,154   19,573,536 
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※2．不動産等売却益の内訳 

 前期（自 2017年9月1日 至 2018年2月28日） 

                                          (単位:千円）

  Morisia津田沼 

不動産等売却収入 18,000,000  

不動産等売却原価 17,897,287  

その他売却費用 94,503  

  不動産等売却益 8,208 

 

  船橋ロジスティクスセンター 

不動産等売却収入 5,480,000  

不動産等売却原価 4,537,933  

その他売却費用 363,026  

  不動産等売却益 579,040 

 

 当期（自 2018年3月1日 至 2018年8月31日） 

 該当事項はありません。 
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（投資主資本等変動計算書に関する注記） 

 

前期 

自 2017年9月1日 

至 2018年2月28日 

当期 

自 2018年3月1日 

至 2018年8月31日 

※1．発行可能投資口総口数 

   及び発行済投資口の総口数 
   

   発行可能投資口総口数 20,000,000口 20,000,000口 

   発行済投資口の総口数 4,183,130口 4,321,800口 

 

 

（キャッシュ・フロー計算書に関する注記） 

※1．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 

前期 

自 2017年9月1日 

至 2018年2月28日 

当期 

自 2018年3月1日 

至 2018年8月31日 

現金及び預金 64,532,866千円 62,071,925千円 

信託現金及び信託預金 12,004,072千円 12,484,905千円 

現金及び現金同等物 76,536,938千円 74,556,830千円 

 

 

（リース取引に関する注記） 

オペレーティング・リース取引（貸主側） 

未経過リース料 

 
前期 

（2018年2月28日） 

当期 

（2018年8月31日） 

1年以内 29,455,791千円 29,708,567千円 

1年超 76,898,091千円 69,224,703千円 

合計 106,353,883千円 98,933,271千円 
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（金融商品に関する注記） 

1．金融商品の状況に関する事項 

（1）金融商品に対する取組方針 

 本投資法人では、不動産関連資産の取得にあたっては、借入れ、投資法人債の発行及び投資口の発行等により資金

調達を行います。有利子負債による資金調達においては、財務の安定性の確保及び将来の金利上昇リスクの回避を目

的として、有利子負債に係る借入期間の長期化、金利の固定化及び返済期限の分散等に留意した資金調達を財務の基

本方針としています。 

 デリバティブ取引については、将来の金利の変動によるリスク回避を目的としており、投機的な取引は行わない方

針です。 

 

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

 借入金及び投資法人債の資金使途は、不動産関連資産の取得資金並びに借入金及び投資法人債の返済・償還資金等

です。これらは満期時・償還時に代替資金が調達できないリスクに晒されていますが、本投資法人では、借入先金融

機関の多様化を図るとともに、余剰資金の活用や投資口の発行等による資本市場からの資金調達等を含めた多角的な

資金調達を検討し、実施することで当該リスクを管理・限定しています。また、変動金利による借入金は、支払金利

の上昇リスクに晒されていますが、LTV（総資産有利子負債比率）を低位に保ち、長期固定金利による借入れの比率を

高位に保つことで、金利の上昇が本投資法人の運営に与える影響を限定的にしています。さらに、変動金利の上昇リ

スクを回避し支払利息の固定化を進めるために、デリバティブ取引（金利スワップ取引等）をヘッジ手段として利用

できることとしています。 

 預金は、本投資法人の余剰資金を運用するものであり、預入先金融機関の破綻等の信用リスクに晒されています

が、預入先金融機関を分散することで、リスクを限定しています。 

 

（3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれて

います。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価

額が異なることもあります。また、後記「デリバティブ取引に関する注記」におけるデリバティブ取引に関する契約

額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。 

 

2．金融商品の時価等に関する事項 

 2018年2月28日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。 

      （単位：千円） 
 

 
貸借対照表計上額 

（注1） 

時価 

（注1） 
差額 

（1）現金及び預金 64,532,866 64,532,866 － 

（2）信託現金及び信託預金 12,004,072 12,004,072 － 

(3）短期借入金 － － － 

（4）1年内返済予定の長期借入金 (58,315,600) (58,423,277) 107,677 

（5）投資法人債 (20,500,000) (21,791,171) 1,291,171 

（6）長期借入金 (407,382,800) (412,310,168) 4,927,368 

（7）デリバティブ取引 (1,097,928) (1,097,928) － 

 

 2018年8月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。 

      （単位：千円） 

 
貸借対照表計上額 

（注1） 

時価 

（注1） 
差額 

（1）現金及び預金 62,071,925 62,071,925 － 

（2）信託現金及び信託預金 12,484,905 12,484,905 － 

(3）短期借入金 (500,000) (500,000) － 

（4）1年内返済予定の長期借入金 (63,160,600) (63,349,094) 188,494 

（5）投資法人債 (22,000,000) (23,221,767) 1,221,767 

（6）長期借入金 (411,495,000) (415,825,820) 4,330,820 

（7）デリバティブ取引 (778,253) (778,253) － 

（注1）負債となる項目については、( )で示しています。 

（注2）金融商品の時価の算定方法及びデリバティブ取引に関する事項 

（1）現金及び預金、（2）信託現金及び信託預金、（3）短期借入金 
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これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。 

（5）投資法人債 

本投資法人の発行する投資法人債の時価については、市場価格に基づき算定しています。 

（4）1年内返済予定の長期借入金、（6）長期借入金 

長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、時価は帳簿価額にほぼ等しいと考え

られるため、当該帳簿価額によっています（但し、金利スワップの特例処理の対象とされた変動金利による長

期借入金（後記「デリバティブ取引に関する注記」参照）は、当該金利スワップと一体として処理された元利

金の合計額を、同様の借入れを行った場合に適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方法に

よっています。）。また、固定金利によるものは、元利金の合計額を、同様の借入れを行った場合に適用され

る合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方法によっています。 

（7）デリバティブ取引 

後記「デリバティブ取引に関する注記」をご参照ください。 

 

（注3）金銭債権の決算日（2018年2月28日）後の償還予定額 

            （単位：千円） 
 

  1年以内 
1年超 

2年以内 

2年超 

3年以内 

3年超 

4年以内 

4年超 

5年以内 
5年超 

現金及び預金 64,532,866 － － － － － 

信託現金及び 

信託預金 
12,004,072 － － － － － 

合  計 76,536,938 － － － － － 

 

金銭債権の決算日（2018年8月31日）後の償還予定額 

            （単位：千円） 

  1年以内 
1年超 

2年以内 

2年超 

3年以内 

3年超 

4年以内 

4年超 

5年以内 
5年超 

現金及び預金 62,071,925 － － － － － 

信託現金及び 

信託預金 
12,484,905 － － － － － 

合  計 74,556,830 － － － － － 

 

（注4）投資法人債、長期借入金及びその他の有利子負債の決算日（2018年2月28日）後の返済予定額 

                                          （単位：千円） 

  1年以内 
1年超 

2年以内 

2年超 

3年以内 

3年超 

4年以内 

4年超 

5年以内 
5年超 

投資法人債  -  -  5,000,000  -  -  15,500,000 

長期借入金  58,315,600  64,685,600  59,655,600  47,715,600  51,615,600  183,710,400 

合  計  58,315,600  64,685,600  64,655,600  47,715,600  51,615,600  199,210,400 
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投資法人債、長期借入金及びその他の有利子負債の決算日（2018年8月31日）後の返済予定額 

            （単位：千円） 
 

  1年以内 
1年超 

2年以内 

2年超 

3年以内 

3年超 

4年以内 

4年超 

5年以内 
5年超 

短期借入金 500,000 － － － － － 

投資法人債 － 5,000,000 － － － 17,000,000 

長期借入金 63,160,600 58,385,600 61,135,600 44,715,600 61,435,600 185,822,600 

合  計 63,660,600 63,385,600 61,135,600 44,715,600 61,435,600 202,822,600 

 

（有価証券に関する注記） 

前期（2018年2月28日） 

該当事項はありません。 

当期（2018年8月31日） 

該当事項はありません。 

 

（デリバティブ取引に関する注記） 

1．ヘッジ会計が適用されていないもの 

前期（2018年2月28日） 

該当事項はありません。 

当期（2018年8月31日） 

該当事項はありません。 

 

2．ヘッジ会計が適用されているもの 

前期（2018年2月28日） 

 ヘッジ会計の方法ごとの決算日における契約額又は契約において定められた元本相当額等は、次のとおりです。 

（単位：千円） 

ヘッジ会計 

の方法 

デリバティブ 

取引の種類等 

主な 

ヘッジ対象 

契約額等（注1） 時価 

（注2）   うち1年超 

原則的処理方法 
金利スワップ取引 

変動受取・固定支払 
長期借入金 134,780,000 116,080,000 （注3）△1,097,928 

金利スワップの特

例処理 

金利スワップ取引 

変動受取・固定支払 
長期借入金 101,696,700 83,753,900 （注4）△1,043,451 

合 計 236,476,700 199,833,900 △2,141,379 

（注1）契約額等は、想定元本に基づいて表示しています。 
（注2）当該取引契約の相手方が市場実勢金利等をもとに算出した価額で評価しています。 
（注3）時価の金額のうち、△4,467千円については、貸借対照表上未払費用として計上しています。 
（注4）時価の金額のうち、△1,043,451千円については、特例処理を採用しているため、貸借対照表において時価評価していません。 

 

当期（2018年8月31日） 

 ヘッジ会計の方法ごとの決算日における契約額又は契約において定められた元本相当額等は、次のとおりです。 

（単位：千円） 

ヘッジ会計 

の方法 

デリバティブ 

取引の種類等 

主な 

ヘッジ対象 

契約額等（注1） 時価 

（注2）   うち1年超 

原則的処理方法 
金利スワップ取引 

変動受取・固定支払 
長期借入金 129,380,000 101,180,000 （注3）△778,253 

金利スワップの特

例処理 

金利スワップ取引 

変動受取・固定支払 
長期借入金 89,475,300 74,732,500 (注4）△745,750 

合 計 218,855,300 175,912,500 △1,524,003 

（注1）契約額等は、想定元本に基づいて表示しています。 
（注2）当該取引契約の相手方が市場実勢金利等をもとに算出した価額で評価しています。 
（注3）時価の金額のうち、△6,483千円については、貸借対照表上未払費用として計上しています。 
（注4）時価の金額のうち、△745,750千円については、特例処理を採用しているため、貸借対照表において時価評価していません。 
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（企業結合に関する注記） 

前期（2018年2月28日） 

該当事項はありません。 

当期（2018年8月31日） 

該当事項はありません。 

 

（退職給付に関する注記） 

前期（2018年2月28日） 

本投資法人には、退職給付制度がありませんので、該当事項はありません。 

当期（2018年8月31日） 

本投資法人には、退職給付制度がありませんので、該当事項はありません。 
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（税効果会計に関する注記） 

 
前期 

2018年2月28日現在 
当期 

2018年8月31日現在 

1．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳 

 

 

（単位：千円） 

 （繰延税金資産）    

合併時受入評価差額 21,567,576 21,204,411 

繰延ヘッジ損益 345,465 243,830 

前受利息 224,444 180,889 

長期前払費用償却超過額 22,193 18,753 

信託借地権償却否認額 977 1,099 

未払事業税損金不算入額 － 95 

繰延税金資産小計 22,160,656 21,649,079 

評価性引当額 △22,160,656 △21,649,079 

繰延税金資産合計 － － 

（繰延税金資産の純額） － － 

     

2．法定実効税率と税効果会計適用後の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主要な項目

別の内訳 

  （単位：%）

法定実効税率 31.74 31.74 

（調整）    

支払配当の損金算入額 △35.26 △35.65 

評価性引当額 △4.24 △3.84 

のれん償却額 7.77 7.77 

その他 0.01 0.01 

税効果会計適用後の法人税等の負

担率 
0.01 0.02 

     

 

（持分法損益等に関する注記） 

前期（自 2017年9月1日 至 2018年2月28日） 

本投資法人には、関連会社は一切存在せず、該当事項はありません。 

当期（自 2018年3月1日 至 2018年8月31日） 

本投資法人には、関連会社は一切存在せず、該当事項はありません。 
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（関連当事者との取引に関する注記） 

1．親会社及び法人主要投資主等 

前期（自 2017年9月1日 至 2018年2月28日） 

該当事項はありません。 

当期（自 2018年3月1日 至 2018年8月31日） 

該当事項はありません。 

 

2．関連会社等 

前期（自 2017年9月1日 至 2018年2月28日） 

該当事項はありません。 

当期（自 2018年3月1日 至 2018年8月31日） 

該当事項はありません。 

 

3．兄弟会社等 

前期（自 2017年9月1日 至 2018年2月28日） 

該当事項はありません。 

当期（自 2018年3月1日 至 2018年8月31日） 

該当事項はありません。 

 

4．役員及び個人主要投資主等 

前期（自 2017年9月1日 至 2018年2月28日） 

該当事項はありません。 

当期（自 2018年3月1日 至 2018年8月31日） 

該当事項はありません。 

 

（資産除去債務に関する注記） 

前期（自 2017年9月1日 至 2018年2月28日） 

該当事項はありません。 

当期（自 2018年3月1日 至 2018年8月31日） 

該当事項はありません。 
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（賃貸等不動産に関する注記） 

 本投資法人では、東京圏その他の地域において、賃貸収益を得ることを目的として、賃貸用オフィス、賃貸用商業

施設、賃貸用物流施設、賃貸用居住用施設及び賃貸用宿泊施設等（それぞれ土地を含みます。）を有しています。 

 これら賃貸等不動産の貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、以下のとおりです。 

（単位：千円） 
 

 

前期 

自 2017年9月1日 

至 2018年2月28日 

当期 

自 2018年3月1日 

至 2018年8月31日 

貸借対照表計上額    

  期首残高 923,155,804 914,834,180 

  期中増減額 △8,321,623  32,615,444 

  期末残高 914,834,180 947,449,625 

期末時価 1,001,250,000 1,041,183,000 

（注1）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額です。 

（注2）賃貸等不動産の増減額のうち、前期の主な増加額は、PMO新日本橋(4,496,617千円)、PMO平河町(3,460,311千円)、GEMS大門

(2,087,357千円)、GEMS神田(1,520,710千円)及びサミットストア向台町店(5,159,847千円)の取得によるものであり、主な減少額

は、Morisia津田沼(17,897,287千円)及び船橋ロジスティクスセンター(4,537,933千円)の譲渡並びに減価償却費(4,733,427千円)に

よるものです。当期の主な増加額は、Landport八王子Ⅱ(9,365,947千円)、Landport岩槻(6,176,597千円)、ホテルビスタ札幌大通

(3,784,521千円)、PMO日本橋三越前(4,374,216千円)、PMO芝大門(2,160,398千円)、プラウドフラット三軒茶屋Ⅱ(2,836,531千

円）、プラウドフラット外神田(2,384,706千円)、プラウドフラット登戸(1,278,507千円)、プラウドフラット代々木八幡

(1,005,747千円)及びプラウドフラット中落合(880,458千円)によるものであり、主な減少額は、減価償却費(4,897,379千円)による

ものです。 

（注3）期末の時価は、社外の不動産鑑定士による鑑定評価額又は調査価額を記載しています。 

 

 なお、賃貸等不動産に関する2018年2月期（第5期）及び2018年8月期（第6期）における損益は、前記「損益計算

書に関する注記」に記載のとおりです。 

 

（セグメント情報等に関する注記） 

 

（セグメント情報） 

 本投資法人は、不動産賃貸事業の単一セグメントであるため、記載を省略しています。 

 

（関連情報） 

前期（自 2017年9月1日 至 2018年2月28日） 

 

1．製品及びサービス毎の情報 

 単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略し

ています。 

 

2．地域毎の情報 

（1）売上高 

 本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略しています。 

 

（2）有形固定資産 

 本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省略し

ています。 

 

3．主要な顧客毎の情報 

顧客の名称又は氏名 売上高（千円） 関連するセグメント名 

野村不動産パートナーズ株式会社 4,773,517 不動産賃貸事業 
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当期（自 2018年3月1日 至 2018年8月31日） 

 

1．製品及びサービス毎の情報 

 単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略し

ています。 

 

2．地域毎の情報 

（1）売上高 

 本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略しています。 

 

（2）有形固定資産 

 本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省略し

ています。 

 

3．主要な顧客毎の情報 

顧客の名称又は氏名 売上高（千円） 関連するセグメント名 

野村不動産パートナーズ株式会社 5,056,661 不動産賃貸事業 
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（1口当たり情報に関する注記） 

 

前期 

自 2017年9月1日 

至 2018年2月28日 

当期 

自 2018年3月1日 

至 2018年8月31日 

1口当たり純資産額 132,697円 132,314円 

1口当たり当期純利益 2,561円 2,478円 

（注1）1口当たり当期純利益は、当期純利益を期中平均投資口数で除することにより算定しています。 

また、潜在投資口調整後1口当たり当期純利益については、潜在投資口がないため記載していません。 

（注2）1口当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

 

前期 

自 2017年9月1日 

至 2018年2月28日 

当期 

自 2018年3月1日 

至 2018年8月31日 

当期純利益（千円） 10,714,661 10,709,804 

普通投資主に帰属しない金額（千円） － － 

普通投資口に係る当期純利益（千円） 10,714,661 10,709,804 

期中平均投資口数（口） 4,183,130 4,321,111 

 

（重要な後発事象に関する注記） 

 

該当事項はありません。 
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（７）【附属明細表】

 

① 有価証券明細表 

1．株式 

  該当事項はありません。 

 

2．株式以外の有価証券 

  該当事項はありません。 

 

② デリバティブ取引及び為替予約取引の契約額等及び時価の状況表 

 2018年8月末日現在、本投資法人におけるデリバティブ取引及び為替予約取引の契約額及び時価の状

況は、以下のとおりです。 

 

区分 種類 
契約額等 （千円） 時価（千円） 

（注2）（注3） （注1） うち1年超 

市場取引以外の取引 
金利スワップ取引 

変動受取・固定支払 
218,855,300 175,912,500 △1,524,003 

合  計 218,855,300 175,912,500 △1,524,003 

（注1）契約額等は、想定元本に基づいて表示しています。 
（注2）当該取引契約の相手方が市場実勢金利等をもとに算出した価額で評価しています。 
（注3）時価の金額のうち、△745,750千円については、特例処理を採用しているため、貸借対照表において時価評価していません。ま

た、同じく時価の金額のうち、△6,483千円については、貸借対照表上未払費用として計上しています。 
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③ 不動産等明細表のうち総括表 

(単位：千円) 

資産の種類 
当期首 

残高 

当 期 

増加額 

当 期 

減少額 

当期末 

残 高 

減価償却累計額 差 引 

当期末 

残 高 

摘 要 又は償却 

累計額 

当 期 

償却額 

 流動資産 － － － － － － － － 

有 
形 
固 
定 
資 
産 

建物 121,437,497 10,154,205 － 131,591,703 10,249,808 1,927,195 121,341,895 （注） 

構築物 423,996 113,122 － 537,118 213,878 42,227 323,240 （注） 

機械及び装置 620,042 30,741 － 650,784 363,337 64,686 287,446 （注） 

工具、器具及び備

品 
190,500 46,837 － 237,337 56,101 18,221 181,235 － 

土地 223,024,636 24,392,727 － 247,417,363 － － 247,417,363 （注） 

信託建物 178,717,511 2,403,432 5,485 181,115,458 19,907,431 2,712,649 161,208,027 － 

信託構築物 969,309 5,577 － 974,886 766,440 69,163 208,445 － 

信託機械及び装置 284,564 144,750 － 429,315 53,443 17,109 375,871 － 

信託工具、器具 

及び備品 
379,389 233,417 12,964 599,842 141,226 43,426 458,615 － 

信託土地 406,677,823 － － 406,677,823 － － 406,677,823 － 

信託リース資産 23,900 － 13,793 10,107 7,369 2,313 2,737 － 

建設仮勘定 98,999 6,107 97,879 7,228 － － 7,228 － 

小計 932,848,171 37,530,919 130,121 970,248,969 31,759,037 4,896,993 938,489,931 － 

無 
形 
固 
定 
資 
産 

のれん 104,889,712 － － 104,889,712 14,058,246 2,622,242 90,831,465 － 

借地権 1,331,702 － － 1,331,702 － － 1,331,702 － 

信託借地権 7,631,471 － － 7,631,471 3,480 386 7,627,991 － 

その他 65,799 3,616 － 69,415 23,465 6,823 45,950 － 

小計 113,918,685 3,616 － 113,922,302 14,085,192 2,629,452 99,837,109 － 

合計 1,046,766,857 37,534,535 130,121 1,084,171,271 45,844,229 7,526,445 1,038,327,041 － 

（注） 当期増加額の主な要因は、PMO日本橋三越前、PMO芝大門、Landport八王子Ⅱ、Landport岩槻、 

    プラウドフラット三軒茶屋Ⅱ、プラウドフラット外神田、プラウドフラット登戸、プラウドフラット代々木八幡、 

    プラウドフラット中落合及びウォーターマークホテル札幌（現ホテルビスタ札幌大通）を取得したことによるものです。 

 

④ その他特定資産の明細表 

 不動産信託受益権については、前記「③ 不動産等明細表のうち総括表」に含めて記載しています。 
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⑤ 投資法人債明細表 

2018年8月末日現在の投資法人債等の状況は、以下のとおりです。 

                                         （単位：千円） 

銘 柄 
発 行 

年月日 

当期首 

残 高 

(千円) 

当 期 

増加額 

(千円) 

当 期 

減少額 

(千円) 

当期末 

残 高 

(千円) 

利率 

(％) 
償還期限 使 途 担 保 

野村不動産オフィス

ファンド投資法人第2

回無担保投資法人債

（注1） 

2005年 

3月16日 
5,000,000 － － 5,000,000 2.47 

2020年 

3月16日 
（注2） 無担保 

野村不動産マスター

ファンド投資法人第1

回無担保投資法人債

(注3) 

2014年 

10月30日 
3,000,000 － － 3,000,000 0.87 

2024年 

10月30日 
（注2） 無担保 

野村不動産オフィス

ファンド投資法人第

10回無担保投資法人

債(注3) 

2014年 

11月25日 
6,000,000 － － 6,000,000 1.02 

2024年 

11月25日 
（注2） 無担保 

野村不動産マスター

ファンド投資法人第2

回無担保投資法人債

(注3) 

2017年 

11月16日 
2,000,000 － － 2,000,000 0.59 

2027年 

11月16日 
（注2） 無担保 

野村不動産オフィス

ファンド投資法人第7

回無担保投資法人債

(注3) 

2007年 

3月19日 
4,500,000 － － 4,500,000 2.90 

2028年 

3月17日 
（注2） 無担保 

野村不動産マスター

ファンド投資法人第3

回無担保投資法人債

(注3) 

2018年 

5月23日 
－ 1,500,000 － 1,500,000 1.03 

2038年 

5月21日 
（注2） 無担保 

合 計   20,500,000 1,500,000 － 22,000,000        

(注1)適格機関投資家限定及び特定投資法人債間限定同順位特約が付されています。 

(注2)資金使途は、不動産関連資産の取得資金及びこれに関連する諸費用等の一部並びに借入金の返済資金等です。 

(注3)特定投資法人債間限定同順位特約が付されています。 

(注4)貸借対照表日以後5年以内における1年毎の返済予定額は以下のとおりです。 

（単位：千円） 

  1年以内 1年超2年以内 2年超3年以内 3年超4年以内 4年超5年以内 

投資法人債 － 5,000,000 － － － 
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⑥ 借入金明細表 

2018年8月末日現在の借入金等の状況は、以下のとおりです。 

                                        （単位：千円） 

  区分 

借入日 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

平均 

利率（%） 

(注1) 

返済 

期限 

(注2) 

使途 摘要 
  借入先 

短期 

借入金 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行（注3） 

2018年 

4月2日 

- 1,187,500 950,000 237,500 

0.45545 
2019年 

4月2日 
（注4） 

無担保 

無保証 

株式会社三井住友銀行 - 625,000 500,000 125,000 

株式会社みずほ銀行 - 437,500 350,000 87,500 

三井住友信託銀行株式会社 - 250,000 200,000 50,000 

小計   - 2,500,000 2,000,000 500,000       

１年内 

長期 

借入金 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 

2013年 

3月27日 

989,000 - 989,000 - 

0.64870 
2018年 

3月27日 

（注4） 
無担保 

無保証 

株式会社三井住友銀行 989,000 - 989,000 - 

株式会社みずほ銀行 1,264,000 - 1,264,000 - 

三井住友信託銀行株式会社 1,428,000 - 1,428,000 - 

株式会社日本政策投資銀行 
2013年 

3月27日 
2,355,000 - 2,355,000 - 1.08448 

2018年 

3月27日 

三井住友信託銀行株式会社 2013年 

4月30日 

730,000 - 730,000 - 
0.65545 

2018年 

4月27日 株式会社りそな銀行 500,000 - 500,000 - 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行（注3） 

2013年 

7月18日 

3,400,000 - 3,400,000 - 

0.86250 
2018年 

5月28日 

株式会社三井住友銀行 1,600,000 - 1,600,000 - 

株式会社みずほ銀行 1,800,000 - 1,800,000 - 

三井住友信託銀行株式会社 1,800,000 - 1,800,000 - 

みずほ信託銀行株式会社 1,800,000 - 1,800,000 - 

農林中央金庫 1,800,000 - 1,800,000 - 

株式会社中国銀行 
2013年 

6月24日 
2,000,000 - 2,000,000 - 1.09000 

2018年 

6月26日 

株式会社福岡銀行 
2013年 

8月26日 
2,000,000 - 2,000,000 - 1.03500 

2018年 

8月27日 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行（注3） 2013年 

9月30日 

3,600,000 - 3,600,000 - 
0.99000 

2018年 

8月27日 株式会社三井住友銀行 1,800,000 - 1,800,000 - 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 2013年 

12月9日 

1,000,000 - - 1,000,000 
0.93600 

2018年 

11月26日 株式会社伊予銀行 1,000,000 - - 1,000,000 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 

2013年 

12月12日 

1,000,000 - - 1,000,000 

0.72500 
2018年 

11月26日 

三井住友信託銀行株式会社 1,000,000 - - 1,000,000 

みずほ信託銀行株式会社 1,000,000 - - 1,000,000 

農林中央金庫 1,000,000 - - 1,000,000 

株式会社八十二銀行 
2014年 

6月10日 

1,000,000 - - 1,000,000 

0.77650 
2018年 

11月26日 
株式会社広島銀行 1,000,000 - - 1,000,000 

株式会社京葉銀行 1,000,000 - - 1,000,000 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 
2014年 

9月29日 
1,000,000 - - 1,000,000 0.48250 

2018年 

11月26日 

株式会社三井住友銀行 2014年 

9月29日 

1,000,000 - - 1,000,000 
0.50250 

2018年 

11月26日 株式会社みずほ銀行 700,000 - - 700,000 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行（注3） 

2017年 

6月30日 

2,725,000 - - 2,725,000 

0.16545 
2018年 

12月26日 

株式会社三井住友銀行 1,800,000 - - 1,800,000 

株式会社みずほ銀行 925,000 - - 925,000 

三井住友信託銀行株式会社 925,000 - - 925,000 
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  区分 

借入日 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

平均 

利率（%） 

(注1) 

返済 

期限 

(注2) 

使途 摘要 
  借入先 

１年内 

長期 

借入金 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 
2012年 

3月16日 

1,250,000 - - 1,250,000 

1.44450 
2019年 

2月26日 

（注4） 
無担保 

無保証 

株式会社三井住友銀行 1,250,000 - - 1,250,000 

株式会社みずほ銀行 500,000 - - 500,000 

住友生命保険相互会社 
2014年 

3月19日 
2,000,000 - - 2,000,000 0.90759 

2019年 

2月26日 

みずほ信託銀行株式会社 

2014年 

3月27日 

1,000,000 - - 1,000,000 

0.87695 
2019年 

2月26日 

信金中央金庫 500,000 - - 500,000 

株式会社りそな銀行 1,000,000 - - 1,000,000 

株式会社あおぞら銀行 1,000,000 - - 1,000,000 

株式会社福岡銀行 500,000 - - 500,000 

株式会社中国銀行 500,000 - - 500,000 

株式会社百十四銀行 300,000 - - 300,000 

株式会社西日本シティ銀行 500,000 - - 500,000 

株式会社三井住友銀行 

2014年 

3月31日 

- 1,400,000 - 1,400,000 

0.81625 
2019年 

3月29日 

株式会社みずほ銀行 - 1,000,000 - 1,000,000 

三井住友信託銀行株式会社 - 1,400,000 - 1,400,000 

株式会社あおぞら銀行 - 500,000 - 500,000 

株式会社福岡銀行 - 200,000 - 200,000 

株式会社三井住友銀行 

2014年 

6月30日 

- 400,000 - 400,000 

0.89635 
2019年 

3月29日 

株式会社みずほ銀行 - 300,000 - 300,000 

三井住友信託銀行株式会社 - 1,000,000 - 1,000,000 

株式会社あおぞら銀行 - 1,000,000 - 1,000,000 

株式会社福岡銀行 - 300,000 - 300,000 

第一生命保険株式会社 - 1,000,000 - 1,000,000 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行（注3） 

2013年 

6月13日 

- 3,000,000 - 3,000,000 

1.11750 
2019年 

5月27日 

株式会社三井住友銀行 - 2,000,000 - 2,000,000 

株式会社みずほ銀行 - 2,000,000 - 2,000,000 

三井住友信託銀行株式会社 - 1,000,000 - 1,000,000 

みずほ信託銀行株式会社 - 1,000,000 - 1,000,000 

株式会社日本政策投資銀行 
2013年 

6月13日 
- 1,000,000 - 1,000,000 1.04875 

2019年 

5月27日 

三井住友海上火災保険株式会社 
2014年 

12月18日 
- 1,100,000 - 1,100,000 0.69894 

2019年 

5月27日 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 
2012年 

8月27日 

- 3,500,000 - 3,500,000 

1.25200 
2019年 

8月26日 
株式会社三井住友銀行 - 1,700,000 - 1,700,000 

株式会社あおぞら銀行 - 500,000 - 500,000 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 
2012年 

8月27日 
- 2,200,000 - 2,200,000 1.22000 

2019年 

8月26日 

太陽生命保険株式会社 
2012年 

8月27日 

- 1,000,000 - 1,000,000 

1.27625 
2019年 

8月26日 
大同生命保険株式会社 - 500,000 - 500,000 

三井生命保険株式会社 - 1,000,000 - 1,000,000 
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  区分 

借入日 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

平均 

利率（%） 

(注1) 

返済 

期限 

(注2) 

使途 摘要 
  借入先 

１年内 

長期 

借入金 

株式会社りそな銀行 

2014年 

8月26日 

- 500,000 - 500,000 

0.81080 
2019年 

8月26日 

（注4） 
無担保 

無保証 

株式会社伊予銀行 - 1,000,000 - 1,000,000 

株式会社八十二銀行 - 1,000,000 - 1,000,000 

株式会社百十四銀行 - 700,000 - 700,000 

株式会社七十七銀行 - 1,500,000 - 1,500,000 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 
2013年 

6月13日 
42,800 21,400 21,400 42,800 2.17000 （注5） 

株式会社三井住友銀行 
2013年 

6月13日 
42,800 21,400 21,400 42,800 2.21812 （注5） 

小計   58,315,600 34,742,800 29,897,800 63,160,600       

短期借入金合計   58,315,600 37,242,800 31,897,800 63,660,600       

長期 

借入金 

株式会社三井住友銀行 

2014年 

3月31日 

1,400,000 - 1,400,000 - 

0.81625 
2019年 

3月29日 

（注4） 
無担保 

無保証 

株式会社みずほ銀行 1,000,000 - 1,000,000 - 

三井住友信託銀行株式会社 1,400,000 - 1,400,000 - 

株式会社あおぞら銀行 500,000 - 500,000 - 

株式会社福岡銀行 200,000 - 200,000 - 

株式会社三井住友銀行 

2014年 

6月30日 

400,000 - 400,000 - 

0.89635 
2019年 

3月29日 

株式会社みずほ銀行 300,000 - 300,000 - 

三井住友信託銀行株式会社 1,000,000 - 1,000,000 - 

株式会社あおぞら銀行 1,000,000 - 1,000,000 - 

株式会社福岡銀行 300,000 - 300,000 - 

第一生命保険株式会社 1,000,000 - 1,000,000 - 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行（注3） 

2013年 

6月13日 

3,000,000 - 3,000,000 - 

1.11750 
2019年 

5月27日 

株式会社三井住友銀行 2,000,000 - 2,000,000 - 

株式会社みずほ銀行 2,000,000 - 2,000,000 - 

三井住友信託銀行株式会社 1,000,000 - 1,000,000 - 

みずほ信託銀行株式会社 1,000,000 - 1,000,000 - 

株式会社日本政策投資銀行 
2013年 

6月13日 
1,000,000 - 1,000,000 - 1.04875 

2019年 

5月27日 

三井住友海上火災保険株式会社 
2014年 

12月18日 
1,100,000 - 1,100,000 - 0.69894 

2019年 

5月27日 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 
2012年 

8月27日 

3,500,000 - 3,500,000 - 

1.25200 
2019年 

8月26日 
株式会社三井住友銀行 1,700,000 - 1,700,000 - 

株式会社あおぞら銀行 500,000 - 500,000 - 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 
2012年 

8月27日 
2,200,000 - 2,200,000 - 1.22000 

2019年 

8月26日 

太陽生命保険株式会社 
2012年 

8月27日 

1,000,000 - 1,000,000 - 

1.27625 
2019年 

8月26日 
大同生命保険株式会社 500,000 - 500,000 - 

三井生命保険株式会社 1,000,000 - 1,000,000 - 

株式会社りそな銀行 

2014年 

8月26日 

500,000 - 500,000 - 

0.81080 
2019年 

8月26日 

株式会社伊予銀行 1,000,000 - 1,000,000 - 

株式会社八十二銀行 1,000,000 - 1,000,000 - 

株式会社百十四銀行 700,000 - 700,000 - 

株式会社七十七銀行 1,500,000 - 1,500,000 - 
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  区分 

借入日 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

平均 

利率（%） 

(注1) 

返済 

期限 

(注2) 

使途 摘要 
  借入先 

長期 

借入金 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行（注3） 

2016年 

10月31日 

1,000,000 - - 1,000,000 

0.22545 
2019年 

10月28日 

（注4） 
無担保 

無保証 

株式会社三井住友銀行 500,000 - - 500,000 

株式会社みずほ銀行 500,000 - - 500,000 

三井住友信託銀行株式会社 1,000,000 - - 1,000,000 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行（注3） 

2017年 

3月13日 

1,600,000 - - 1,600,000 

0.19545 
2019年 

10月28日 

株式会社三井住友銀行 800,000 - - 800,000 

株式会社みずほ銀行 800,000 - - 800,000 

三井住友信託銀行株式会社 800,000 - - 800,000 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行（注3） 
2012年 

12月3日 

800,000 - - 800,000 

1.16500 
2019年 

11月26日 
株式会社三井住友銀行 400,000 - - 400,000 

株式会社みずほ銀行 400,000 - - 400,000 

みずほ信託銀行株式会社 
2014年 

5月26日 

1,000,000 - - 1,000,000 

0.72650 
2019年 

11月26日 
農林中央金庫 2,000,000 - - 2,000,000 

株式会社りそな銀行 1,000,000 - - 1,000,000 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行（注3） 

2015年 

6月30日 

1,800,000 - - 1,800,000 

0.54065 
2019年 

11月26日 

株式会社三井住友銀行 1,000,000 - - 1,000,000 

株式会社みずほ銀行 400,000 - - 400,000 

三井住友信託銀行株式会社 800,000 - - 800,000 

みずほ信託銀行株式会社 800,000 - - 800,000 

農林中央金庫 800,000 - - 800,000 

株式会社八十二銀行 

2015年 

11月26日 

500,000 - - 500,000 

0.37420 
2019年 

11月26日 

株式会社京葉銀行 700,000 - - 700,000 

株式会社中国銀行 500,000 - - 500,000 

株式会社西日本シティ銀行 750,000 - - 750,000 

株式会社きらぼし銀行 500,000 - - 500,000 

三井住友海上火災保険株式会社 500,000 - - 500,000 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 
2014年 

3月27日 

1,500,000 - - 1,500,000 

1.01150 
2020年 

2月26日 
株式会社三井住友銀行 2,750,000 - - 2,750,000 

三井住友信託銀行株式会社 1,500,000 - - 1,500,000 

株式会社千葉銀行 2015年 

8月27日 

1,000,000 - - 1,000,000 
0.64685 

2020年 

2月26日 株式会社西日本シティ銀行 1,500,000 - - 1,500,000 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行（注3） 

2013年 

6月13日 

4,000,000 - - 4,000,000 

1.33750 
2020年 

5月26日 

株式会社三井住友銀行 3,000,000 - - 3,000,000 

株式会社みずほ銀行 2,000,000 - - 2,000,000 

三井住友信託銀行株式会社 1,000,000 - - 1,000,000 

株式会社日本政策投資銀行 
2013年 

6月13日 
800,000 - - 800,000 1.25875 

2020年 

5月26日 

太陽生命保険株式会社 
2013年 

5月23日 
1,000,000 - - 1,000,000 1.48625 

2020年 

5月27日 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 

2015年 

6月3日 

1,000,000 - - 1,000,000 

0.43000 
2020年 

5月29日 

三井住友信託銀行株式会社 1,500,000 - - 1,500,000 

株式会社りそな銀行 500,000 - - 500,000 

株式会社福岡銀行 1,000,000 - - 1,000,000 
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借入日 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

平均 
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返済 

期限 

(注2) 

使途 摘要 
  借入先 

長期 

借入金 

株式会社日本政策投資銀行 
2012年 

8月27日 
1,100,000 - - 1,100,000 1.53674 

2020年 

8月26日 

（注4） 
無担保 

無保証 

第一生命保険株式会社 
2013年 

9月30日 
800,000 - - 800,000 1.28277 

2020年 

8月26日 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行（注3） 

2013年 

10月25日 

2,000,000 - - 2,000,000 

1.18000 
2020年 

8月26日 

株式会社三井住友銀行 1,000,000 - - 1,000,000 

株式会社みずほ銀行 600,000 - - 600,000 

三井住友信託銀行株式会社 600,000 - - 600,000 

みずほ信託銀行株式会社 500,000 - - 500,000 

日本生命保険相互会社 
2013年 

10月25日 
500,000 - - 500,000 1.15566 

2020年 

8月26日 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 

2014年 

2月26日 

500,000 - - 500,000 

1.08100 
2020年 

8月26日 

株式会社みずほ銀行 500,000 - - 500,000 

野村信託銀行株式会社 2,000,000 - - 2,000,000 

信金中央金庫 1,500,000 - - 1,500,000 

損害保険ジャパン日本興亜株式

会社 

2015年 

8月26日 
1,000,000 - - 1,000,000 0.72000 

2020年 

8月26日 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 
2017年 

9月26日 

1,000,000 - - 1,000,000 

0.22545 
2020年 

9月28日 
株式会社三井住友銀行 1,000,000 - - 1,000,000 

株式会社みずほ銀行 1,000,000 - - 1,000,000 

野村信託銀行株式会社 

2015年 

10月29日 

500,000 - - 500,000 

0.46075 
2020年 

11月26日 

信金中央金庫 750,000 - - 750,000 

株式会社千葉銀行 750,000 - - 750,000 

株式会社伊予銀行 500,000 - - 500,000 

株式会社百十四銀行 500,000 - - 500,000 

株式会社七十七銀行 500,000 - - 500,000 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 

2015年 

11月26日 

250,000 - - 250,000 

0.46190 
2020年 

11月26日 

株式会社三井住友銀行 250,000 - - 250,000 

みずほ信託銀行株式会社 500,000 - - 500,000 

農林中央金庫 500,000 - - 500,000 

株式会社りそな銀行 350,000 - - 350,000 

株式会社福岡銀行 500,000 - - 500,000 

第一生命保険株式会社 
2015年 

11月26日 
500,000 - - 500,000 0.47375 

2020年 

11月26日 

三井住友信託銀行株式会社 2018年 

4月27日 

- 730,000 - 730,000 
0.19545 

2020年 

11月26日 株式会社りそな銀行 - 500,000 - 500,000 

みずほ信託銀行株式会社 
2013年 

2月26日 

2,000,000 - - 2,000,000 

1.35250 
2021年 

2月26日 
株式会社日本政策投資銀行 1,000,000 - - 1,000,000 

第一生命保険株式会社 2,000,000 - - 2,000,000 

太陽生命保険株式会社 
2014年 

2月27日 
2,000,000 - - 2,000,000 1.17750 

2021年 

2月26日 

太陽生命保険株式会社 2014年 

3月19日 

1,000,000 - - 1,000,000 
1.19211 

2021年 

2月26日 大同生命保険株式会社 1,000,000 - - 1,000,000 

株式会社日本政策投資銀行 2014年 

9月29日 

1,000,000 - - 1,000,000 
0.80832 

2021年 

2月26日 日本生命保険相互会社 1,000,000 - - 1,000,000 
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平均 
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返済 
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(注2) 

使途 摘要 
  借入先 

長期 

借入金 

農林中央金庫 
2015年 

2月26日 
3,000,000 - - 3,000,000 0.86350 

2021年 

2月26日 

（注4） 
無担保 

無保証 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 
2015年 

3月3日 

700,000 - - 700,000 

0.85050 
2021年 

2月26日 
株式会社みずほ銀行 720,000 - - 720,000 

三井住友信託銀行株式会社 700,000 - - 700,000 

株式会社中国銀行 
2015年 

12月28日 
500,000 - - 500,000 0.46725 

2021年 

2月26日 

野村信託銀行株式会社 
2016年 

2月29日 
2,000,000 - - 2,000,000 0.22560 

2021年 

2月26日 

三井住友信託銀行株式会社 

2016年 

2月29日 

700,000 - - 700,000 

0.14700 
2021年 

2月26日 

株式会社福岡銀行 1,260,000 - - 1,260,000 

株式会社広島銀行 420,000 - - 420,000 

株式会社山口銀行 420,000 - - 420,000 

株式会社西日本シティ銀行 
2016年 

3月1日 
400,000 - - 400,000 0.21810 

2021年 

2月26日 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 

2018年 

3月27日 

- 989,000 - 989,000 

0.22545 
2021年 

3月26日 

株式会社三井住友銀行 - 989,000 - 989,000 

株式会社みずほ銀行 - 1,264,000 - 1,264,000 

三井住友信託銀行株式会社 - 1,428,000 - 1,428,000 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 
2013年 

6月13日 

3,000,000 - - 3,000,000 

1.56250 
2021年 

5月26日 
株式会社三井住友銀行 3,000,000 - - 3,000,000 

株式会社みずほ銀行 2,000,000 - - 2,000,000 

株式会社日本政策投資銀行 
2013年 

6月13日 
1,000,000 - - 1,000,000 1.46375 

2021年 

5月26日 

株式会社みずほ銀行 
2013年 

5月23日 
1,000,000 - - 1,000,000 1.68200 

2021年 

5月27日 

株式会社日本政策投資銀行 
2013年 

5月23日 
3,500,000 - - 3,500,000 1.62500 

2021年 

5月27日 

株式会社三井住友銀行 2014年 

3月27日 

2,750,000 - - 2,750,000 
1.23920 

2021年 

7月26日 株式会社みずほ銀行 1,430,000 - - 1,430,000 

野村信託銀行株式会社 
2014年 

2月27日 
2,700,000 - - 2,700,000 1.24100 

2021年 

8月26日 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 2015年 

8月27日 

1,800,000 - - 1,800,000 
0.81585 

2021年 

8月26日 三井住友信託銀行株式会社 1,800,000 - - 1,800,000 

株式会社日本政策投資銀行 
2013年 

12月12日 
2,000,000 - - 2,000,000 1.30289 

2021年 

11月26日 

株式会社日本政策投資銀行 2014年 

5月26日 

1,000,000 - - 1,000,000 
1.11662 

2021年 

11月26日 日本生命保険相互会社 1,000,000 - - 1,000,000 

みずほ信託銀行株式会社 

2015年 

2月27日 

1,000,000 - - 1,000,000 

0.97410 
2021年 

11月26日 

野村信託銀行株式会社 1,000,000 - - 1,000,000 

株式会社りそな銀行 1,900,000 - - 1,900,000 

株式会社福岡銀行 1,000,000 - - 1,000,000 

株式会社三井住友銀行 
2013年 

12月9日 
3,500,000 - - 3,500,000 1.48300 

2022年 

1月26日 
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平均 
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返済 
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株式会社三菱ＵＦＪ銀行（注3） 

2014年 

2月27日 

2,500,000 - - 2,500,000 

1.31850 
2022年 

2月28日 

（注4） 
無担保 

無保証 

株式会社三井住友銀行 1,000,000 - - 1,000,000 

株式会社みずほ銀行 500,000 - - 500,000 

三井住友信託銀行株式会社 500,000 - - 500,000 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 
2014年 

3月27日 
2,750,000 - - 2,750,000 1.29600 

2022年 

2月28日 

株式会社みずほ銀行 2014年 

8月26日 

3,000,000 - - 3,000,000 
1.16000 

2022年 

2月28日 三井住友信託銀行株式会社 1,000,000 - - 1,000,000 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 
2014年 

3月26日 

2,000,000 - - 2,000,000 

1.25900 
2022年 

5月26日 
株式会社三井住友銀行 2,000,000 - - 2,000,000 

株式会社みずほ銀行 1,500,000 - - 1,500,000 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 

2015年 

6月3日 

1,000,000 - - 1,000,000 

0.82500 
2022年 

5月31日 

株式会社三井住友銀行 1,000,000 - - 1,000,000 

三井住友信託銀行株式会社 1,000,000 - - 1,000,000 

株式会社りそな銀行 500,000 - - 500,000 

株式会社福岡銀行 1,000,000 - - 1,000,000 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 

2014年 

9月5日 

100,000 - - 100,000 

1.19700 
2022年 

8月26日 

株式会社三井住友銀行 100,000 - - 100,000 

株式会社みずほ銀行 1,000,000 - - 1,000,000 

三井住友信託銀行株式会社 1,780,000 - - 1,780,000 

第一生命保険株式会社 
2015年 

2月26日 
3,000,000 - - 3,000,000 1.09133 

2022年 

8月26日 

太陽生命保険株式会社 2015年 

6月24日 

1,000,000 - - 1,000,000 
1.08034 

2022年 

8月26日 住友生命保険相互会社 3,000,000 - - 3,000,000 

株式会社日本政策投資銀行 
2016年 

3月1日 
1,000,000 - - 1,000,000 0.32886 

2022年 

8月26日 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行（注3） 

2015年 

9月30日 

1,110,000 - - 1,110,000 

0.76250 
2022年 

9月30日 

株式会社三井住友銀行 600,000 - - 600,000 

株式会社みずほ銀行 710,000 - - 710,000 

三井住友信託銀行株式会社 1,180,000 - - 1,180,000 

株式会社りそな銀行 400,000 - - 400,000 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 

2014年 

12月19日 

550,000 - - 550,000 

0.92280 
2022年 

11月28日 

三井住友信託銀行株式会社 550,000 - - 550,000 

みずほ信託銀行株式会社 450,000 - - 450,000 

農林中央金庫 550,000 - - 550,000 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 

2014年 

12月24日 

650,000 - - 650,000 

1.11000 
2022年 

11月28日 

株式会社三井住友銀行 2,400,000 - - 2,400,000 

株式会社みずほ銀行 500,000 - - 500,000 

株式会社福岡銀行 1,000,000 - - 1,000,000 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 
2014年 

12月24日 
1,800,000 - - 1,800,000 1.05000 

2022年 

11月28日 

株式会社日本政策投資銀行 2015年 

6月30日 

1,000,000 - - 1,000,000 
0.98624 

2022年 

11月28日 日本生命保険相互会社 500,000 - - 500,000 

日本生命保険相互会社 
2015年 

10月29日 
1,000,000 - - 1,000,000 0.71221 

2022年 

11月28日 
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太陽生命保険株式会社 
2015年 

11月26日 

500,000 - - 500,000 

0.69250 
2022年 

11月28日 

（注4） 
無担保 

無保証 

大同生命保険株式会社 500,000 - - 500,000 

住友生命保険相互会社 500,000 - - 500,000 

株式会社日本政策投資銀行 
2015年 

2月27日 
1,300,000 - - 1,300,000 1.13250 

2023年 

2月27日 

みずほ信託銀行株式会社 

2016年 

3月1日 

800,000 - - 800,000 

0.40740 
2023年 

2月27日 

農林中央金庫 800,000 - - 800,000 

株式会社りそな銀行 700,000 - - 700,000 

株式会社福岡銀行 500,000 - - 500,000 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行（注3） 

2016年 

2月29日 

2,300,000 - - 2,300,000 

0.48700 
2023年 

2月28日 

株式会社三井住友銀行 1,800,000 - - 1,800,000 

株式会社みずほ銀行 2,300,000 - - 2,300,000 

三井住友信託銀行株式会社 3,600,000 - - 3,600,000 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 
2013年 

7月30日 
2,000,000 - - 2,000,000 1.86500 

2023年 

5月26日 

株式会社三井住友銀行 
2013年 

7月30日 
2,000,000 - - 2,000,000 1.89500 

2023年 

5月26日 

株式会社日本政策投資銀行 
2013年 

7月30日 
1,000,000 - - 1,000,000 1.83875 

2023年 

5月26日 

三井住友海上火災保険株式会社 
2016年 

5月26日 
1,000,000 - - 1,000,000 0.41250 

2023年 

5月26日 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 
2016年 

11月30日 
2,500,000 - - 2,500,000 0.43408 

2023年 

5月26日 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 
2015年 

3月3日 
1,000,000 - - 1,000,000 1.14850 

2023年8月

28日 

株式会社三井住友銀行 
2015年 

3月3日 
1,000,000 - - 1,000,000 1.15850 

2023年8月

28日 

株式会社日本政策投資銀行 
2015年 

3月3日 
1,000,000 - - 1,000,000 1.18032 

2023年8月

28日 

株式会社日本政策投資銀行 
2015年 

6月24日 
4,000,000 - - 4,000,000 1.20772 

2023年8月

28日 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 
2015年 

8月27日 

1,800,000 - - 1,800,000 

1.08510 
2023年8月

28日 
株式会社三井住友銀行 1,800,000 - - 1,800,000 

株式会社みずほ銀行 2,500,000 - - 2,500,000 

日本生命保険相互会社 
2016年 

3月1日 
1,000,000 - - 1,000,000 0.43466 

2023年 

8月28日 

株式会社中国銀行 
2016年 

8月26日 
1,000,000 - - 1,000,000 0.41000 

2023年 

8月28日 

日本生命保険相互会社 
2018年 

4月2日 
- 500,000 - 500,000 0.41435 

2023年 

8月28日 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行（注3） 

2016年 

2月29日 

1,541,000 - - 1,541,000 

0.55700 
2023年 

8月31日 

株式会社三井住友銀行 1,206,000 - - 1,206,000 

株式会社みずほ銀行 1,541,000 - - 1,541,000 

三井住友信託銀行株式会社 2,412,000 - - 2,412,000 
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株式会社三菱ＵＦＪ銀行 2013年 

12月9日 

1,000,000 - - 1,000,000 
1.75900 

2023年 

11月27日 

（注4） 
無担保 

無保証 

株式会社三井住友銀行 1,000,000 - - 1,000,000 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 
2015年 

10月29日 

1,100,000 - - 1,100,000 

0.82800 
2023年 

11月27日 
三井住友信託銀行株式会社 1,100,000 - - 1,100,000 

株式会社りそな銀行 400,000 - - 400,000 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 2016年 

11月28日 

2,000,000 - - 2,000,000 
0.49380 

2023年 

11月27日 三井住友信託銀行株式会社 2,000,000 - - 2,000,000 

みずほ信託銀行株式会社 
2016年 

11月30日 

500,000 - - 500,000 

0.47483 
2023年 

11月27日 
農林中央金庫 500,000 - - 500,000 

株式会社りそな銀行 500,000 - - 500,000 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 
2014年 

3月27日 
2,750,000 - - 2,750,000 1.59400 

2024年 

2月26日 

信金中央金庫 2017年 

2月27日 

800,000 - - 800,000 
0.53630 

2024年 

2月26日 株式会社伊予銀行 500,000 - - 500,000 

株式会社りそな銀行 2016年 

5月26日 

600,000 - - 600,000 
0.51000 

2024年 

5月27日 株式会社福岡銀行 500,000 - - 500,000 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 
2016年 

6月27日 
2,700,000 - - 2,700,000 0.46376 

2024年 

5月27日 

株式会社みずほ銀行 
2016年 

11月28日 
2,000,000 - - 2,000,000 0.53676 

2024年 

5月27日 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 
2015年 

12月28日 
2,700,000 - - 2,700,000 0.85925 

2024年 

6月26日 

株式会社三井住友銀行 
2016年 

8月31日 
2,700,000 - - 2,700,000 0.49533 

2024年 

6月26日 

三井住友信託銀行株式会社 
2016年 

2月29日 
3,000,000 - - 3,000,000 0.58175 

2024年 

8月26日 

株式会社日本政策投資銀行 
2016年 

8月31日 
2,430,000 - - 2,430,000 0.49971 

2024年 

8月26日 

信金中央金庫 

2017年 

8月28日 

1,720,000 - - 1,720,000 

0.49485 
2024年 

8月26日 

株式会社千葉銀行 750,000 - - 750,000 

株式会社伊予銀行 1,000,000 - - 1,000,000 

大同生命保険株式会社 1,100,000 - - 1,100,000 

三井住友海上火災保険株式会社 1,100,000 - - 1,100,000 

株式会社日本政策投資銀行 
2016年 

6月27日 
2,250,000 - - 2,250,000 0.50825 

2024年 

11月26日 

みずほ信託銀行株式会社 2016年 

11月28日 

1,000,000 - - 1,000,000 
0.58000 

2024年 

11月26日 農林中央金庫 2,000,000 - - 2,000,000 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 
2016年 

11月30日 
1,800,000 - - 1,800,000 0.55979 

2024年 

11月26日 

株式会社百十四銀行 
2017年 

12月26日 
500,000 - - 500,000 0.52384 

2024年 

11月26日 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 
2016年 

3月1日 

1,400,000 - - 1,400,000 

0.62675 
2025年 

2月26日 
株式会社みずほ銀行 1,400,000 - - 1,400,000 

三井住友信託銀行株式会社 1,400,000 - - 1,400,000 
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  区分 

借入日 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

平均 

利率（%） 

(注1) 

返済 

期限 

(注2) 

使途 摘要 
  借入先 

長期 

借入金 

株式会社りそな銀行 
2016年 

8月26日 
1,000,000 - - 1,000,000 0.52140 

2025年 

2月26日 

（注4） 
無担保 

無保証 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 2017年 

8月28日 

1,000,000 - - 1,000,000 
0.53936 

2025年 

2月26日 三井住友信託銀行株式会社 2,000,000 - - 2,000,000 

株式会社伊予銀行 2018年 

2月26日 

1,000,000 - - 1,000,000 
0.53880 

2025年 

2月26日 株式会社きらぼし銀行 500,000 - - 500,000 

株式会社千葉銀行 2018年 

4月2日 

- 500,000 - 500,000 
0.50604 

2025年 

2月26日 三井住友海上火災保険株式会社 - 500,000 - 500,000 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 
2016年 

11月30日 
2,000,000 - - 2,000,000 0.60286 

2025年 

5月26日 

株式会社三井住友銀行 
2016年 

11月30日 
2,000,000 - - 2,000,000 0.60286 

2025年 

5月26日 

株式会社日本政策投資銀行 2016年 

11月30日 

2,300,000 - - 2,300,000 
0.60286 

2025年 

5月26日 日本生命保険相互会社 500,000 - - 500,000 

株式会社福岡銀行 
2017年 

3月27日 
1,000,000 - - 1,000,000 0.61434 

2025年 

5月26日 

株式会社中国銀行 
2018年 

6月26日 
- 1,000,000 - 1,000,000 0.50506 

2025年 

5月26日 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 2016年 

8月26日 

2,000,000 - - 2,000,000 
0.56380 

2025年 

8月26日 三井住友信託銀行株式会社 1,000,000 - - 1,000,000 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 
2016年 

8月31日 

1,350,000 - - 1,350,000 

0.58727 
2025年 

8月26日 
株式会社みずほ銀行 1,350,000 - - 1,350,000 

三井住友信託銀行株式会社 1,350,000 - - 1,350,000 

株式会社日本政策投資銀行 2017年 

2月27日 

1,350,000 - - 1,350,000 
0.67915 

2025年 

8月26日 株式会社りそな銀行 500,000 - - 500,000 

株式会社みずほ銀行 2017年 

6月30日 

1,600,000 - - 1,600,000 
0.60489 

2025年 

8月26日 三井住友信託銀行株式会社 1,000,000 - - 1,000,000 

みずほ信託銀行株式会社 
2017年 

8月28日 

1,000,000 - - 1,000,000 

0.58380 
2025年 

8月26日 
農林中央金庫 1,000,000 - - 1,000,000 

株式会社りそな銀行 1,000,000 - - 1,000,000 

株式会社みずほ銀行 
2015年 

11月26日 
1,100,000 - - 1,100,000 1.09830 

2025年 

11月26日 

株式会社日本政策投資銀行 
2015年 

11月26日 
1,100,000 - - 1,100,000 1.06250 

2025年 

11月26日 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 
2015年 

12月28日 
2,000,000 - - 2,000,000 1.03955 

2025年 

11月26日 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 
2016年 

6月27日 
2,000,000 - - 2,000,000 0.59639 

2025年 

11月26日 

株式会社三井住友銀行 
2016年 

8月31日 
2,000,000 - - 2,000,000 0.60448 

2025年 

11月26日 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 
2016年 

11月30日 

1,500,000 - - 1,500,000 

0.64616 
2025年 

11月26日 
株式会社みずほ銀行 500,000 - - 500,000 

三井住友信託銀行株式会社 2,200,000 - - 2,200,000 
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  区分 

借入日 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

平均 

利率（%） 

(注1) 

返済 

期限 

(注2) 

使途 摘要 
  借入先 

長期 

借入金 

株式会社みずほ銀行 
2017年 

6月12日 
900,000 - - 900,000 0.65123 

2025年 

11月26日 

（注4） 
無担保 

無保証 

三井住友信託銀行株式会社 
2017年 

6月30日 
1,300,000 - - 1,300,000 0.64278 

2025年 

11月26日 

株式会社福岡銀行 
2017年 

9月26日 
1,000,000 - - 1,000,000 0.59499 

2025年 

11月26日 

株式会社京都銀行 
2018年 

5月28日 
- 500,000 - 500,000 0.56311 

2025年 

11月26日 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 2016年 

3月1日 

2,000,000 - - 2,000,000 
0.74080 

2026年 

2月26日 株式会社三井住友銀行 2,000,000 - - 2,000,000 

信金中央金庫 

2018年 

4月2日 

- 500,000 - 500,000 

0.59592 
2026年 

2月26日 

株式会社福岡銀行 - 500,000 - 500,000 

株式会社七十七銀行 - 500,000 - 500,000 

株式会社山口銀行 - 500,000 - 500,000 

住友生命保険相互会社 - 500,000 - 500,000 

株式会社日本政策投資銀行 
2016年 

6月27日 
2,500,000 - - 2,500,000 0.63995 

2026年 

5月26日 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 
2017年 

12月26日 
1,100,000 - - 1,100,000 0.65267 

2026年 

5月26日 

みずほ信託銀行株式会社 2018年 

5月28日 

- 1,800,000 - 1,800,000 
0.60880 

2026年 

5月26日 農林中央金庫 - 1,800,000 - 1,800,000 

株式会社中国銀行 
2018年 

6月26日 
- 1,000,000 - 1,000,000 0.59614 

2026年 

5月26日 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 
2016年 

8月31日 
2,700,000 - - 2,700,000 0.67591 

2026年 

8月26日 

株式会社三井住友銀行 
2016年 

8月31日 
2,700,000 - - 2,700,000 0.67591 

2026年 

8月26日 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 
2017年 

2月27日 

500,000 - - 500,000 

0.77669 
2026年 

8月26日 
株式会社みずほ銀行 1,000,000 - - 1,000,000 

三井住友信託銀行株式会社 1,500,000 - - 1,500,000 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 
2017年 

6月12日 
1,000,000 - - 1,000,000 0.70414 

2026年 

8月26日 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 2017年 

8月28日 

1,000,000 - - 1,000,000 
0.67483 

2026年 

8月26日 三井住友信託銀行株式会社 2,000,000 - - 2,000,000 

株式会社福岡銀行 
2018年 

8月27日 
- 1,000,000 - 1,000,000 0.64500 

2026年 

8月26日 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 
2016年 

11月28日 
2,000,000 - - 2,000,000 0.76000 

2026年 

11月26日 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 
2017年 

6月12日 
2,000,000 - - 2,000,000 0.74229 

2026年 

11月26日 

株式会社みずほ銀行 2017年 

6月30日 

1,730,000 - - 1,730,000 
0.73506 

2026年 

11月26日 三井住友信託銀行株式会社 2,435,000 - - 2,435,000 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 2017年 

12月26日 

2,000,000 - - 2,000,000 
0.69956 

2026年 

11月26日 株式会社三井住友銀行 2,000,000 - - 2,000,000 
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  区分 

借入日 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

平均 

利率（%） 

(注1) 

返済 

期限 

(注2) 

使途 摘要 
  借入先 

長期 

借入金 

みずほ信託銀行株式会社 
2018年 

4月2日 

- 500,000 - 500,000 

0.64999 
2026年 

11月26日 

（注4） 
無担保 

無保証 

農林中央金庫 - 500,000 - 500,000 

株式会社りそな銀行 - 500,000 - 500,000 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 
2018年 

2月27日 

900,000 - - 900,000 

0.71500 
2027年 

2月26日 
株式会社みずほ銀行 900,000 - - 900,000 

三井住友信託銀行株式会社 520,000 - - 520,000 

株式会社みずほ銀行 
2018年 

4月2日 

- 500,000 - 500,000 

0.69068 
2027年 

3月26日 
三井住友信託銀行株式会社 - 500,000 - 500,000 

株式会社日本政策投資銀行 - 500,000 - 500,000 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 2017年 

6月30日 

1,530,000 - - 1,530,000 
0.78177 

2027年 

5月26日 株式会社三井住友銀行 1,530,000 - - 1,530,000 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 2017年 

12月26日 

1,400,000 - - 1,400,000 
0.74736 

2027年 

5月26日 三井住友信託銀行株式会社 900,000 - - 900,000 

三井住友信託銀行株式会社 
2018年 

5月28日 
- 1,800,000 - 1,800,000 0.70250 

2027年 

5月26日 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 2017年 

8月28日 

2,000,000 - - 2,000,000 
0.76843 

2027年 

8月26日 株式会社三井住友銀行 2,000,000 - - 2,000,000 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 2018年 

2月27日 

1,300,000 - - 1,300,000 
0.76290 

2027年 

8月26日 株式会社三井住友銀行 1,300,000 - - 1,300,000 

株式会社福岡銀行 
2018年 

8月27日 
- 1,000,000 - 1,000,000 0.74500 

2027年 

8月26日 

株式会社三井住友銀行 
2016年 

11月28日 
2,000,000 - - 2,000,000 0.89209 

2027年 

11月26日 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 2017年 

12月26日 

2,500,000 - - 2,500,000 
0.79571 

2027年 

11月26日 株式会社三井住友銀行 2,500,000 - - 2,500,000 

株式会社みずほ銀行 
2018年 

5月28日 
- 1,800,000 - 1,800,000 0.75050 

2027年 

11月26日 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 
2018年 

2月26日 
1,000,000 - - 1,000,000 0.82130 

2028年 

2月28日 

株式会社日本政策投資銀行 
2018年 

3月27日 
- 2,355,000 - 2,355,000 0.76241 

2028年 

2月28日 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 2018年 

4月2日 

- 750,000 - 750,000 
0.78296 

2028年 

2月28日 株式会社三井住友銀行 - 750,000 - 750,000 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 
2018年 

8月27日 
- 1,800,000 - 1,800,000 0.79642 

2028年 

2月28日 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 2018年 

5月28日 

- 3,400,000 - 3,400,000 
0.79880 

2028年 

5月26日 株式会社三井住友銀行 - 1,600,000 - 1,600,000 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 2018年 

8月27日 

- 1,800,000 - 1,800,000 
0.84750 

2028年 

8月28日 株式会社三井住友銀行 - 1,800,000 - 1,800,000 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 
2016年 

11月30日 
2,000,000 - - 2,000,000 1.12506 

2029年 

11月26日 

株式会社三井住友銀行 
2016年 

11月30日 
2,000,000 - - 2,000,000 1.12506 

2029年 

11月26日 
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  区分 

借入日 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

平均 

利率（%） 

(注1) 

返済 

期限 

(注2) 

使途 摘要 
  借入先 

長期 

借入金 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 
2015年 

10月29日 
1,100,000 - - 1,100,000 1.92250 

2030年 

10月28日 

（注4） 
無担保 

無保証 

株式会社三井住友銀行 
2015年 

10月29日 
1,100,000 - - 1,100,000 1.91700 

2030年 

10月28日 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 
2013年 

6月13日 
753,900 - 21,400 732,500 2.17000 （注5） 

株式会社三井住友銀行 
2013年 

6月13日 
753,900 - 21,400 732,500 2.21812 （注5） 

小計   407,382,800 38,855,000 34,742,800 411,495,000       

借入金合計   465,698,400 76,097,800 66,640,600 475,155,600       

（注1） 平均利率は、ローン契約毎の期末時点における借入利率を小数点第6位で四捨五入しています。 

また、金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行った借入金については、金利スワップの効果を勘案した利率

を記載しています。なお、当期中に弁済した借入金については、弁済時点のローン契約毎の借入利率を小数点第6位で四捨

五入しています。 

（注2） 「返済期限」は、既に全額の返済（期限前弁済を含みます。）がなされており、期末に残高がない場合は実際に全額を返済

した日付、期末に残高がある場合は借入に係る契約に従い返済される予定の日付を記載しています。 

（注3） 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社を吸収分割会社とし、株式会社三菱ＵＦＪ銀行を吸収分割承継会社とする吸収分割により、

2018年4月16日付で三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社の国内本支店に記帳されている法人貸出等業務は、株式会社三菱ＵＦＪ銀

行に承継されています。これに伴い、当期首残高については三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社分を含めて表示しています。 

（注4） 資金使途は、不動産関連資産の取得資金及びこれに関連する諸費用等の一部並びに借入金の返済資金等です。 

（注5） 2013年8月26日を初回として、以降3ヶ月毎の26日に各回10.7百万円を返済し、2025年5月26日に497.1百万円を返済する約定

となっています。 

（注6） 長期借入金（1年以内に返済のものを除く）の貸借対照表日以後5年以内における1年毎の返済予定額は以下のとおりです。 

 

 
1年超2年以内 

（千円） 
2年超3年以内 

（千円） 
3年超4年以内 

（千円） 
4年超5年以内 

（千円） 

長期借入金 58,385,600 61,135,600 44,715,600 61,435,600 
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２【投資法人の現況】

【純資産額計算書】

  （2018年8月末日現在） 

Ⅰ 資産総額 1,118,644,844千円 

Ⅱ 負債総額 546,808,142千円 

Ⅲ 純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 571,836,702千円 

Ⅳ 発行済投資口の総口数 4,321,800口 

Ⅴ 1口当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 132,314円 
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第６【販売及び買戻しの実績】
 

 第6期の直近6計算期間における本投資法人の投資口の販売及び買戻しの状況は以下のとおりです。 

 

計算期間 発行日 販売口数 買戻し口数 
発行済投資口の 

総口数 

第1期計算期間 

自 2015年10月1日 

至 2016年2月29日 

2015年10月1日 

3,722,010口 

(0口) 

(注1) 

0口 

(0口) 

3,722,010口 

(0口) 

第3期計算期間 

自 2016年9月1日 

至 2017年2月28日 

2016年9月1日 

461,120口 

(0口) 

(注2) 

0口 

(0口) 

4,183,130口 

(0口) 

第6期計算期間 

自 2018年3月1日 

至 2018年8月31日 

2018年3月1日 
132,000口 

(0口) 

0口 

(0口) 

4,315,130口 

(0口) 

2018年3月20日 
6,670口 

(0口) 

0口 

(0口) 

4,321,800口 

(0口) 

（注1）3REIT合併により旧NMF、NOF及びNRFの投資口に対して割り当てた本投資法人の投資口を販売口数として記載しています。 

（注2）TOP吸収合併によりTOPの投資口に対して割り当てた本投資法人の投資口を販売口数として記載しています。 

（注3）括弧内の数は、本邦外における販売口数です。 

（注4）本投資法人による投資口の買戻しの実績はありません。 

 

 

 

第７【参考情報】
 

 当計算期間の開始日から本有価証券報告書提出日までの間に、本投資法人が提出した金融商品取引法第25条第1項各号

に掲げる書類は以下のとおりです。 

 

(1) 
発行登録追補書類及び
その添付書類 

     
2018年5月17日 
関東財務局長に提出。 

 

(2) 有価証券報告書 
計算期間年度 
（第5期） 

   
2018年5月31日 
関東財務局長に提出。 
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独立監査人の監査報告書 

 

    2018年11月21日

野村不動産マスターファンド投資法人  

 

  役員会 御中  

 

  EY新日本有限責任監査法人  

 

 
指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士 向 井 誠  印 

 

 
指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士 齋 木 夏 生  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「投資法人の経理状況」に掲げ

られている野村不動産マスターファンド投資法人の2018年3月1日から2018年8月31日までの第6期計算期間の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、投資主資本等変動計算書、金銭の分配に係る計算書、キャッシュ・フロー計算書、注

記表及び附属明細表について監査を行った。 

 

財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。 

 監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。 

 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

 

監査意見 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、野村不動

産マスターファンド投資法人の2018年8月31日現在の財産の状態並びに同日をもって終了する計算期間の損益及びキャッ

シュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

利害関係 

 投資法人と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以  上

（注1）上記は独立監査人の監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は本投資法人が別途

保管しています。 

（注2）ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。 

 


